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は じ め に 

  

 近年、人口減少や少子高齢社会の進行は、全国的

に大きな社会問題となっている中、子ども・子育て

を取り巻く環境も大きく変化してきております。  

 国では、新たな支え合いの仕組みを構築するた

め、平成 24 年８月に制定した「子ども・子育て

関連３法」に基づき、平成 27 年 4 月から「子ど

も・子育て支援新制度」が本格施行されます。  

現在、本町におきましても核家族化の進展や就労

形態の多様化などにより、保育に対するニーズが

多くなってきております。また、子どもを産み育てることに対する不安や孤

立感を感じる家庭は少なくなく、多様なライフスタイルに対応した子育て支

援が課題となっております。  

こうした中、本町では、平成 27 年度から５年間を計画期間とする「上三

川町子ども・子育て支援事業計画」を策定いたしました。  

本計画は、「上三川町次世代育成支援対策行動計画  後期計画」を引き継い

で、「子どもが輝く、笑顔の地域」を基本理念として、次代を担う子どもた

ちが将来に夢や希望を持ちながら健やかに成長すること、誰もが安心して喜

びと生きがいをもって楽しく子育てができること、地域で子育てを温かく見

守り、支え合っていくことをめざし、各種事業を展開し、施策の推進を図っ

てまいります。  

 町民の皆様におかれましても、子育てを支え、子どもが健やかに成長でき

るまちづくりのため、一層のご支援とご協力をお願いいたします。  

 最後に、この計画の策定にあたり、ご尽力いただきました「上三川町子ど

も・子育て会議」委員の皆様をはじめ、「子ども・子育て支援に関するニー

ズ調査」にご協力いただきました町民の皆様に心からお礼申し上げます。  

 

 平成 27 年３月  

 

上三川町長  星野 光利 
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第１章 計画策定にあたって 

 

 

 

 

 

 

 

近年、我が国においては、急速な少子化等を背景として、子どもや子育て家庭を取り巻く環境は大き

く変化し続けています。 

核家族化の進行や地域のつながりの希薄化を背景とした子育て不安を抱える保護者の増加、女性の社

会進出に伴う低年齢時からの保育ニーズの増加、児童虐待等子どもの権利を脅かす事件の増加など、子

ども・子育てをめぐる課題は複雑化、多様化しています。  

国では、少子化対策として平成 15 年に制定された「次世代育成支援対策推進法」に基づき、総合的

な取り組みを進めてきましたが、子ども・子育てを取り巻く社会情勢の変化を受け、新たな支援制度を

構築することとなりました。平成 24 年には「子ども・子育て関連３法」が制定され、「子ども・子育

て支援新制度」のもと、「子どもの最善の利益」が実現される社会をめざすとの考えを基本に、制度、

財源を一元化して新しい仕組みを構築し、子どもの幼児期の学校教育・保育の一体的な提供、保育の量

的拡充、家庭における養育支援等の総合的な推進を目指しています。 

本町では、平成 2１年度に「上三川町次世代育成支援対策行動計画 後期計画」を策定し、地域住民

のふれあいと支え合いのもとで、誰もが安心して子どもを産み育てることができる上三川の実現を目的

として、次代を担う子どもと子育て家庭への支援を総合的・計画的に推進してきました。しかし、本町

においても少子化の進行や世帯規模の縮小、共働き家庭等の増加による低年齢児保育のニーズ増大など、

子どもや子育て家庭を取り巻く環境は大きく変化しています。 

こうした背景を踏まえながら、本町における子どもの健やかな育ちと保護者の子育てを社会全体で支

援する環境づくりをより一層進めるため、「上三川町子ども・子育て支援事業計画」を策定します。  

 

 

１．計画策定の趣旨 
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（１）計画の位置づけ 

①子ども・子育て支援法に基づく計画 

本計画は、子ども子育て支援法第 61 条第１項に基づく「上三川町子ども・子育て支援事業計画」と

して策定するものです。 

 

②次世代育成支援対策推進法に配慮した計画 

本計画は次世代育成支援対策推進法に基づく「上三川町次世代育成支援対策行動計画 後期計画」の

内容を継承し、町が取り組むべき子育て支援の基本目標や方向性を定めるものです。 

 

③上三川町総合計画を上位計画とする町の子ども・子育て支援事業計画 

本計画は、母子保健の施策や事業についてはその内容や対象が重なることから、母子保健計画として

も位置づけ、「上三川町第 6 次総合計画」を最上位計画とし、「上三川町地域福祉計画」、「上三川町障

がい者基本計画」、「上三川町第４期障がい福祉計画」、「上三川町健康増進計画」などの計画との整合を

図ります。 

 
 

（２）計画の期間 

本計画は、新制度が本格的にスタートする平成 27 年度を初年度として、平成 31 年度までの５年間の

計画とします。 
   

平成 

22 年度 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

 

 

 

 

 

 

        

２．計画の位置づけと期間 

上三川町 
次世代育成支援地域行動計画（後期計画） 

上三川町 子ども・子育て支援事業計画 
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本計画は、子ども・子育て支援法第 77 条に規定する上三川町子ども・子育て会議を中心とした

審議、保護者などへのニーズ調査などにより子ども・子育てに関する状況や意向等を踏まえ、策

定しました。 

 

（１）上三川町子ども・子育て会議 

子ども･子育て支援法第 77 条に基づく機関。保護者、子ども･子育て支援事業者などで構成し

ています。 

  

（２）ニーズ調査の実施 

より一層の子育て支援施策の充実に向けて、平成 26 年度に策定する上三川町「子ども・子育

て支援事業計画」の資料として、保育ニーズや子育て支援サービスの利用状況や利用意向、また、

子育て世帯の生活実態、要望・意見などを把握することを目的に、ニーズ調査を実施しました。 
 

     ■調査実施日：平成 25 年 11 月 13 日～平成 25 年 11 月 26 日 
 

 対象者 配布数 回収数 回収率(%) 

1 就学前児童保護者 1,985 人 1,221 件 61.5％ 

2 小学生保護者 1,328 人 1,176 件 88.6％ 

３ 妊産婦 86 人 48 件 55.8％ 

 

 

（３）パブリックコメントによる意見公募 

      公共施設及びホームページにおいて計画案を公表し、意見を募集しました。 

３．計画の策定体制 
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第２章 上三川町の子ども・家庭の現状 

 

 

 

 

 

 

 

（１）人口の推移 

本町の総人口をみると、平成 26 年４月１日現在は 31,441 人となっています。平成 22 年からの５

年間の推移をみると、減少傾向となっており、５年間で497人の減少となっています。  

また、年齢３区分人口構成比の推移をみると、老年人口の割合が増加する一方で年少人口の割合は減

少しており、いわゆる少子高齢化が進展している状況が分かります。 

○人口の推移 
�

（人）

5,294 5,202 5,102 4,986 4,890

21,243 21,292 21,075 20,704 20,532

5,401 5,430 5,592 5,798 6,019

31,44131,48831,76931,92431,938

0

20,000

40,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

年少人口（0-14歳） 生産年齢人口（15-64歳）

老年人口（65歳以上）

 

資料：住民基本台帳、外国人を含む（各年 4月 1日）      

○年齢３区分人口構成比 
�

16.6% 16.3% 16.1% 15.8% 15.6%

66.5% 66.7% 66.3% 65.8% 65.3%

19.1%16.9% 17.0% 17.6% 18.4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

年少人口（0-14歳） 生産年齢人口（15-64歳）
老年人口（65歳以上）

 

資料：住民基本台帳、外国人を含む（各年 4月 1日）        

１．少子化の動向 
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（２）自然動態の推移 

本町の出生数及び死亡数の推移をみると、近年出生数が減少している一方で、死亡数が増加している

ためその差である自然増減の幅は小さくなっています。また、本町の出生率では県の数値を上回って推

移していましたが、年々減少し平成 24 年では 8.7 となっています。死亡率では、県を下回り、平成

24 年では 8.5 となっています。 

○出生数及び死亡数の推移 

360

330
314

284
273

255
271 266

221

193

7

167

109

59
13

0

100

200

300

400

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

（人）

0

100

200

300

400

（人） 出生数 死亡数 自然増減

 

資料：栃木県人口動態統計      

○出生率の推移 
�

10.4
9.9

9.0
8.7

8.7 8.6
8.3 8.1

11.3

8.1

6.0

8.0

10.0

12.0

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

(人口千対) 上三川町 栃木県

 

資料：栃木県人口動態統計   

 ○死亡率の推移 
�

6.0

6.9

8.1
8.5

9.3 9.5
10.0

10.4

8.6

10.6

6.0

8.0

10.0

12.0

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

(人口千対) 上三川町 栃木県

 

資料：栃木県人口動態統計    
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（３）社会動態の推移 

本町の転入者数及び転出者数の推移をみると、転出者数が転入者数を上回っています。 

 

○転入者数及び転出者数の推移 

1,116
1,058 1,085 1,043

1,1451,172

1,290
1,222

1,283

1,089

-247
-87-31

-167
-77

0

500

1,000

1,500

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

（人）

-1,000

0

1,000

2,000

（人） 転入者数 転出者数 社会増減

 

資料：統計書かみのかわ      
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（４）世帯数の推移 

本町の世帯数をみると、平成 26 年４月１日現在 10,969 世帯となっています。平成 22 年からの５

年間の推移をみると、増加傾向となっており、この５年間で429世帯の増加となっています。また、世

帯数は増加しているものの、総人口が減少していることから、一世帯当たり人員は減少しています。 

 

○世帯数と１世帯当たりの人員の推移 

(世帯）

10,96910,82310,73010,67510,540

3.03 2.99 2.96 2.91 2.87

0

10,000

20,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

（人）

0

2

4

世帯数 1世帯あたりの人員

 

資料：住民基本台帳、外国人を含む（各年 4月 1日）      

本町の世帯別の状況では、一般世帯数は増加しており、平成 22 年では 10,379 世帯となっていま

す。世帯の種類別でみると核家族世帯が親族世帯に占める割合は増加しており、核家族化が進んでいる

ことがうかがえます。 

また、18 歳未満親族がいる母子世帯数、およびその構成比ともに増加しています。 

○世帯別の状況                                   単位：世帯 

  平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 

一般世帯数   8,881 10,030 10,379 

  親族世帯数 7,330 7,989 8,134 

    核家族世帯数 5,295 5,950 6,159 

    親族世帯に占める割合 72.2% 74.5% 75.7% 

    その他の親族世帯数 2,035 2,039 1,975 

    親族世帯に占める割合 27.8% 25.5% 24.3% 

  非親族世帯数 16 29 77 

  単独世帯数 1,535 2,012 2,168 

（再掲）母子世帯数 85 112 124 

  親族世帯に占める割合   1.2% 1.4% 1.5% 

  18 歳未満親族がいる母子世帯 80 107 115 

  親族世帯に占める割合   1.1% 1.3% 1.4% 

（再掲）父子世帯数 24 24 19 

  親族世帯に占める割合   0.3% 0.3% 0.2% 

  18 歳未満親族がいる父子世帯 21 20 16 

  親族世帯に占める割合   0.3% 0.3% 0.2% 

資料：国勢調査 
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（１）婚姻件数・離婚件数の推移 

本町の婚姻件数は、ゆるやかに減少しており、平成 24 年では 143 件となっています。離婚件数は

ほぼ横ばいとなっており、平成 24 年では 55 件となっています。 

また、本町の婚姻率は、近年は栃木県と同様の推移となり平成24年では、4.6 となっています。離婚率

では近年は県を下回り、平成24年では1.76となっています。 

○婚姻件数・離婚件数の推移 
�

156 158
143

56 53 54
36

165199

55

0

100

200

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

(件) 婚姻件数 離婚件数

 

資料：栃木県人口動態統計 

○婚姻率の推移 
�

4.6

5.0

6.2

4.9
5.2

5.7 5.1
5.45.4

5.2

4.0

5.0

6.0

7.0

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

(人口千対) 上三川町 栃木県

 

資料：栃木県人口動態統計 

○離婚率の推移 
�

1.85

1.67 1.711.75
1.14

1.76

2.00
1.87

1.97 1.97

1.00

2.00

3.00

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

(人口千対) 上三川町 栃木県

 

資料：栃木県人口動態統計 

２．婚姻及び出産等の動向 



第２章 上三川町の子ども・家庭の現状 

                                                 

 - 9 - 

 

（２）未婚率の推移 

本町の未婚率では、男女ともに上昇傾向にあることがうかがえます。 

特に女性では「25～29 歳」、男性では「35～39 歳」の未婚率の上昇が顕著となっています。 

 

○未婚率の推移 

男　性

91.3% 92.0% 91.7%

59.3%
63.1%

67.3%

36.5% 37.6%
41.6%

18.4%

25.0%
29.4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成12年 平成17年 平成22年

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

女　性
81.5% 81.8% 83.3%

39.1%

46.3%

54.1%

14.3%
19.0%

25.3%

6.5% 8.9%
14.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成12年 平成17年 平成22年

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

 

資料：国勢調査 

 

（３）合計特殊出生率の推移 

本町の合計特殊出生率は、国や県を上回っていましたが、近年では同様の推移となっています。 

 

○合計特殊出生率の推移 

1.37 1.37 1.39

1.39 1.41
1.43 1.44 1.43

1.38

1.42

1.52

1.39

1.54

1.75

1.41

1.20

1.40

1.60

1.80

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

国

栃木県

上三川町

 
資料：栃木県人口動態統計   
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（４）児童数の推移 

本町の 11 歳未満の児童数の推移では、年々減少しており、5 年間で 449 人減少して平成 26 年 4

月現在で 3,774 人となっています。このうち、０～5 歳の就学前児童数は、1,727 人、６～11 歳の

小学生児童数は 2,047 人となっています。 

 

○児童数の推移 
�

（人）

323 300 273 269 258

334 330 294 269 284

359 323 312 289 273

325 358 327 313 286

336 320
347 315 313

354 330 324 345 313

348 351 325 322 346

383 347
355 322 318

397
380

346 352 318

369 390
382

341 347

346 368
386

379 342

349 343 373
386

376

3,774
3,902

4,0444,1404,223

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

11歳

10歳

9歳

8歳

7歳

6歳

5歳

4歳

3歳

2歳

1歳

0歳

 

資料：住民基本台帳、外国人含む（各年 4月 1日）      
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（１）人口推計 

人口推計は、平成 22 年から平成 26 年の住民基本台帳人口（各年 4 月１日）をもとに、人口

推計を行っています。その結果、総人口は平成 31 年には 30,510 人となると推計しています。 

また、年齢３区分人口構成比の推移をみると、14 歳以下の年少人口は減少し続け、その割合は

平成 31 年には 13.6％となります。 

 

○人口推計の推移 �

（人）

5,294 5,202 5,102 4,986 4,890 4,778 4,635 4,463 4,293 4,149

21,243 21,292 21,075 20,704 20,532 20,264 20,013 19,812 19,612 19,387

5,401 5,430 5,592 5,798 6,019 6,245 6,472 6,659 6,826 6,974

30,51030,73130,93431,12031,28731,44131,48831,76931,92431,938

0

20,000

40,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

年少人口（0-14歳） 生産年齢人口（15-64歳） 老年人口（65歳以上）

 

 

 

資料：平成 22 年から平成 26 年は住民基本台帳、外国人含む実績値（各年 4月 1日）   
                                      平成27年以降はコーホート変化率法による推計値                

 

         ○年齢３区分人口構成比の推移 

�

16.6% 16.3% 16.1% 15.8% 15.6% 15.3% 14.9% 14.4% 14.0% 13.6%

66.5% 66.7% 66.3% 65.8% 65.3% 64.8% 64.3% 64.0% 63.8% 63.5%

19.1% 20.0% 20.8% 21.5% 22.2% 22.9%16.9% 17.0% 17.6% 18.4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

年少人口（0-14歳） 生産年齢人口（15-64歳） 老年人口（65歳以上）

 

資料：平成 22 年から平成 26 年は住民基本台帳、外国人含む実績値（各年 4月 1日）   
                           平成 27年以降はコーホート変化率法による推計値 

                                      ※端数処理上合計が 100％にならない箇所があります。            

    

３．人口推計 

推計値 
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（２）将来の児童数の推計 

本町における11歳までの将来の児童数では、平成31年には3,182人となると推計しています。

本計画期間である平成27年から平成31年までに463人程度児童が減少すると推計しています。 

○将来の児童数の推移 
�

（人）

323 300 273 269 258 256 250 241 231 222

334 330 294 269 284 261 259 253 244 234

359 323 312 289 273 280 255 253 247 238

325 358 327 313 286 273 279 254 252 246

336 320
347 315 313 281 267 273 248 246

354 330 324 345 313 314 279 265 271 246

348 351 325 322 346 312 312 277 263 269

383 347
355 322 318 345 311 311 276 262

397
380

346
352 318 316

342 308 308 273

369
390

382
341 347 316 313

339
305 305

346 368
386

379 342
348

315 312
338

304

349 343
373

386
376

343
347

314
311

337

3,774
3,645

3,529
3,400

3,294
3,182

3,902
4,0444,1404,223

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

11歳

10歳

9歳

8歳

7歳

6歳

5歳

4歳

3歳

2歳

1歳

0歳

 

 
資料：平成 22 年から平成 26 年は住民基本台帳、外国人含む実績値（各年 4月 1日）   

                           平成 27年以降はコーホート変化率法による推計値               

○計画対象年齢別の推移 
�

（人）

323 300 273 269 258 256 250 241 231 222

693 653 606 558 557 541 514 506 491 472

1,015 1,008 998 973 912 868 825 792 771 738

1,128 1,078
1,026 996 982 973 965 896 847 804

1,064
1,101

1,141
1,106 1,065

1,007 975
965 954

946

4,223 4,140 4,044
3,902

3,774
3,645

3,529
3,400 3,294

3,182

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

9～11歳

6～8歳

3～5歳

1～2歳

0歳

 

 

資料：平成 22 年から平成 26 年は住民基本台帳、外国人含む実績値（各年 4月 1日）   
                           平成 27年以降はコーホート変化率法による推計値               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推計値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推計値 
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本町の就業者数の推移は、男性は就業率とともに減少している一方、女性では微増しています。 

また、年齢別の就業率をみると、男性の就業率では 25～59 歳は８割以上を保っています.。女性

では平成 12 年、17 年では 30 代前後を機に減少し、40 歳を超えると就業率は再び高くなる「Ｍ字

曲線」を示しており、30 代前後で結婚や出産を理由として離職する割合が高くなっているものと考

えられます。しかし、平成 22 年の女性の年齢別の就業率では、「Ｍ字曲線」が浅くなっています。 

 

○就業者数、就業率の推移 

10,404 9,9469,558

�

5,919 6,336 6,387

77.6% 77.0% 73.6%

49.5%50.1%50.0%

0

10,000

20,000

平成12年 平成17年 平成22年

(人)

-50%

0%

50%

100%

男性の就業者数 女性の就業者数

男性の就業率 女性の就業率

 

資料：国勢調査 

○年齢別の就業率の推移 

男  性

0%

20%

40%

60%

80%

100%

15～
19歳

20～
24歳

25～
29歳

30～
34歳

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

50～
54歳

55～
59歳

60～
64歳

平成12年

平成17年

平成22年

女  性

0%

20%

40%

60%

80%

100%

15～
19歳

20～
24歳

25～
29歳

30～
34歳

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

50～
54歳

55～
59歳

60～
64歳

平成12年

平成17年

平成22年

 

資料：国勢調査 

４．就業の状況 
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（１）認可保育所入所児童数の推移 

本町における認可保育所数は平成 26 年 4 月現在、７か所となっています。また、本町の認可保育

所入所児童数をみると、平成 26 年 4 月現在で 506 人となっています。 

本町では、弾力的運用により定員を超えて児童を受け入れている状況ですが、近年の保育需要の傾

向として、3 歳未満の低年齢児の入所が増加していることが特徴です。 

 

○認可保育所入所児童数の推移  

(人）

506
480480

451436

0

200

400

600

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
 

資料：福祉課（各年 4月 1日）   

○保育所年度別入所状況（各年 4月 1日）                              単位：人 

  園数 定員 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 入所率 

平成 22年度 6 430 27 81 97 83 66 82 436 21.5% 

平成 23年度 6 430 27 91 98 84 85 66 451 23.0% 

平成 24年度 6 450 31 89 110 84 79 87 480 25.6% 

平成 25年度 7 470 33 93 103 88 84 79 480 26.7% 

平成 26年度 7 470 33 94 115 87 88 89 506 29.3% 

資料：福祉課 

 

○保育所年度別入所率（各年 4月 1 日）                 単位：％ 

 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 

平成22年度 8.4 24.3 27.0 25.5 19.6 23.2 

平成23年度 9.0 27.6 30.3 23.5 26.6 20.0 

平成24年度 11.4 30.3 35.3 25.7 22.8 26.9 

平成25年度 12.3 34.6 35.6 28.1 26.7 22.9 

平成26年度 12.8 33.1 42.1 30.4 28.1 28.4 

資料：福祉課 

５．子育て支援の状況 
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（２）幼稚園就園児童数の推移 

本町における幼稚園数は平成 26 年５月現在、２か所となっています。また、本町の幼稚園就園児

童数は、平成 26 年 5 月現在で 781 人となっています。 

平成 22 年度から増加していた園児数も平成 26 年度には前年度から 61 人減少していますが、ニ

ーズ調査では幼稚園を希望する保護者が多いことから、少子化による影響と考えられます。 

 

○幼稚園就園児童数の推移 

(人）

781
842818808785

0

500

1,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
 

                     資料：福祉課（各年 5月 1日）  

○幼稚園別入園状況（各年 5 月 1 日）※町外児童を含む   単位：人 

  園数 3 歳児 4 歳児 5 歳児 合計 

平成 22年度 2 238 273 274 785 

平成 23年度 2 292 242 274 808 

平成 24年度 2 264 307 247 818 

平成 25年度 2 265 266 311 842 

平成 26年度 2 243 272 266 781 

資料：福祉課 
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（３）小学生児童数の推移 

本町における小学校数は平成 26 年４月現在 7 校となっています。また、本町の小学生児童数をみ

ると、年々減少しており、平成 26 年 4 月現在で 2,050 人となっています。 

○小学生児童数の推移 

(人）

2,0502,1032,1662,1832,201

0

1,000

2,000

3,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
 

資料：教育総務課（各年 4月 1日）   

（4）放課後児童クラブ利用児童数の推移 

本町における放課後児童クラブ数は平成 26 年４月現在、７か所となっています。また、本町の放

課後児童クラブ利用児童数は、平成 26 年４月現在で 219 人となっています。 

○放課後児童クラブ利用児童数の推移 

(人）

219227219
205203

0

100

200

300

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
 

資料：福祉課（各年 4月 1日）   

 

○放課後児童クラブ利用児童数の状況（各年 4月 1日）                  単位：人 

  
児童 

クラブ数 
1 年生 2 年生 3 年生 4 年生 5 年生 6 年生 合計 利用率 

平成22年度 7 74 64 46 17 1 1 203 9.3% 

平成 23年度 7 66 58 51 24 5 1 205 9.4% 

平成 24年度 7 60 67 45 26 14 7 219 10.1% 

平成 25年度 7 68 62 59 23 12 3 227 10.8% 

平成 26年度 7 72 57 48 22 16 4 219 10.7% 

                                                     資料：福祉課
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（５）中学生生徒数の推移 

本町における中学校数は平成 26 年４月現在、３校となっています。また、本町の中学校生徒数は

横ばいとなっており、平成 26 年で 1,064 人となっています。 

○中学生生徒数の推移 

(人）

10641031100110101,014

0

500

1,000

1,500

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
 

                                      資料：教育総務課（各年 4月 1日） 
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より一層の子育て支援施策の充実に向けて、平成 26 年度に策定する上三川町「子ども・子育て支援事業

計画」の資料として、保育ニーズや子育て支援サービスの利用状況や利用意向、また、子育て世帯の生活実

態、要望・意見などを把握することを目的に、ニーズ調査を実施しました。 
 

   ■調査実施日：平成 25 年 11 月 13 日～平成 25 年 11 月 26 日 
 

 対象者 配布数 回収数 回収率(%) 

1 就学前児童保護者 1,985 人 1,221 件 61.5％ 

2 小学生保護者 1,328 人 1,176 件 88.6％ 

３ 妊産婦 86 人 48 件 55.8％ 

 

 

（１）保護者の状況 

 ① アンケートの回答者について（単）【就学前：問４、小学生：問４】 

  アンケートの回答者では、就学前児童保護者、小学生保護者ともに、「母親」が回答の大半を占めて

います。 
�

94.4

92.0

4.8

7.1

0.7

0.4

0.4

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就学前児童保護者

（計:1,221）

小学生児童保護者

（計:1,176）

母親 父親 その他 無回答

 

 

 ② 主に子育て（教育を含む）を行っている人（単）【就学前：問６、小学生：問６】 

  主に子育て（教育を含む）を行っている人では、就学前児童保護者、小学生保護者ともに、「父母と

もに」が５割以上と最も多く、次いで「主に母親」がそれぞれ４割以上となっています。 
�

53.6

52.6

42.7

43.5

1.2

0.5 1.9

1.7

0.5

0.8

0.3

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就学前児童保護者

（計:1,221）

小学生児童保護者

（計:1,176）

父母ともに 主に母親 主に父親

主に祖父母 その他 無回答

 

６．ニーズ調査の状況 
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 ③ 日頃子どもをみてもらえる親族・知人の状況（複）【就学前：問９、小学生：問９】 

  子どもをみてもらえる親族・知人の状況では、就学前児童保護者、小学生保護者ともに「緊急時もし

くは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が５割以上と最も多くなっています。次いで、「日

常的に祖父母等の親族にみてもらえる」では就学前児童保護者が 37.8％、小学生保護者が 37.2％と

多くなっています。 

8.5

48.6

37.2

17.6

3.2

5.3

4.7

37.8

8.6

1.9

53.4

8.8

0% 20% 40% 60% 80%

緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には子どもをみてもらえる
友人・知人がいる

日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がいる

いずれもいない

無回答

就学前児童保護者
（計:1,221）

小学生児童保護者
（計:1,176）

 

 

 

 ④ 気軽に相談できる人・場所の有無（単）【就学前：問 10、小学生：問 10】 

  気軽に相談できる人・場所の有無では、就学前児童保護者、小学生保護者ともに「いる・ある」が９

割程度となっています。また、就学前児童保護者、小学生保護者ともに「いない・ない」は１割前後と

なっていますが、小学生保護者の回答が就学前児童保護者の回答を若干上回っています。 
�

93.1

90.7

2.2

4.1 5.2

4.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就学前児童保護者

（計:1,221）

小学生児童保護者

（計:1,176）

いる・ある いない・ない 無回答
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 ④－１ 気軽に相談できる先について（複）【就学前：問 10-1、小学生：問 10-１】 

  気軽に相談できる先については、就学前児童保護者では「祖父母等の親族」、「友人・知人」が約８割と回

答の大半を占めています。次いで「保育士」が 16.5％、「幼稚園教諭」が 15.0％となっています。  

小学生保護者では、「友人・知人」が 80.5％と最も多く、次いで「祖父母等の親族」が 78.8％と多

くなっており回答の大半を占めています。次いで、「近所の人」が 21.1％、「小学校」が 20.5％とな

っています。 

◇就学前児童保護者◇ 

15.0

7.1

79.0

5.8

16.5

2.2

15.0

82.9

0.7

2.4

0.2

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

祖父母等の親族

友人や知人

保育士

近所の人

幼稚園教諭

子育て支援施設等・ＮＰＯ

かかりつけの医師

保健所・保健センター

自治体の子育て関連担当窓口

民生委員・児童委員

その他

無回答

就学前児童保護者
（計:1,137）

 

◇小学生保護者◇ 

4.8

0.9

0.3

0.4

0.2

80.5

20.5

2.5

21.1

1.1

78.8

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

友人や知人

祖父母等の親族

近所の人

小学校

学童保育・放課後子ども教室

かかりつけの医師

子育て支援施設等・NPO

保健所・保健センター

自治体の子育て関連担当窓口

民生委員・児童委員

その他

無回答

小学生児童保護者
（計:1,173）
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 ⑤ 保護者の就労状況について（単）【就学前：問 12、小学生：問 12】 

  保護者の就労状況については、母親は就学前児童保護者に比べて、小学生保護者で『現在、就労して

いる』という回答が多くなっており、反対に、小学生保護者に比べて就学前で『現在、就労していない』

という回答が多くなっています。  

父親では、就学前児童保護者、小学生保護者ともに「フルタイムで就労しており、産休・育休・介護

休業中ではない」が回答の大半を占めています。 

 

◇母親◇ 
�

23.9

25.5 43.6

2.6

3.1

4.7

0.6

28.9 0.9

0.7

37.3

24.1 2.4

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就学前児童保護者

（計:1,221）

小学生児童保護者

（計:1,176）

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

 

   

 

◇父親◇ 
�

86.4

81.6

0.2

0.2

0.7

0.3

0.0

0.1

0.4

0.6

0.0

0.1

12.3

17.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就学前児童保護者

（計:1,221）

小学生児童保護者

（計:1,176）

フルタイムで就労しており、育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

 

現在、就労

している 

現在、就労

していない 



第２章 上三川町の子ども・家庭の現状 

                                                 

 - 22 - 

 

 ⑤-１ 母親のパートやアルバイトからのフルタイムへの転換希望の状況（単）  

【就学前：問 13、小学生：問 13】 

  母親のパートやアルバイトからのフルタイムへの転換希望については、就学前児童保護者、小学生保

護者ともに「パート・アルバイト等就労を続けることを希望」が最も多く、小学生保護者では回答が５

割を超え、就学前児童保護者を４ポイント以上上回っています。 

 
�

6.3

3.6

24.7

18.8

47.5

51.8

3.3

3.6

18.1

22.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就学前児童保護者

（計:364）

小学生児童保護者

（計:521）

フルタイムへの転換希望があり、実現できる見込みがある

フルタイムへの転換希望はあるが、実現できる見込みはない

パート・アルバイト等の就労を続けることを希望

パート・アルバイト等をやめて子育てや家事に専念したい

無回答
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（２）平日の定期的な教育・保育事業について 

「定期的な教育・保育事業」とは、月単位で定期的に利用している事業を指します。具体的には、幼稚

園や保育所、認定こども園などです。 

 ① 平日の定期的な教育・保育事業の利用状況（単）【就学前：問 15】 

  平日の定期的な教育・保育事業の利用状況では、「利用している」が 76.0％、「利用していない」が 

23.8％となっています。 

◇就学前児童保護者◇ 
�

76.0 23.8 0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就学前児童保護者

（計:1,221）

利用している 利用していない 無回答

 
 

 ② 現在利用している平日の定期的な教育・保育事業（複）と今後利用を希望する平日の定期的な教育・

保育事業（複）【就学前：問 15-1、問 16 妊産婦：問 21-1】 

  現在利用している平日の定期的な教育・保育事業、今後利用を希望する平日の定期的な教育・保育事

業ともに、「幼稚園」が最も多く、次いで「認可保育所」が多く、概ね現状の利用状況と希望が一致す

る傾向となっています。  

その一方で、「幼稚園の預かり保育」、「認定こども園」では今後の利用を希望する回答が現在の利用

を大きく上回っています。 

 

1.1

62.0

32.4

27.2

4.2

2.9

2.4

0.9

6.0

2.3

2.6

1.3

6.4

0.1

2.0

0.1

0.0

54.7

1.3

9.2

0.5

39.5

0.8

0.6

13.0

0% 20% 40% 60% 80%

幼稚園

認可保育所

幼稚園の預かり保育

事業所内保育施設

認定こども園

自治体の認証・認定保育施設

家庭的保育

その他の認可外の保育施設

ファミリー・サポート・センター

居宅訪問型保育

小規模保育施設

その他

無回答

現在利用している教育・保育事業
（計:928）

今後利用希望する教育・保育事業
（計:1,221）

 

◇就学前児童保護者◇ 
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また、妊産婦の今後利用を希望する平日の定期的な教育・保育事業では、「幼稚園」が最も多く、次

いで「認可保育所」、「認定こども園」が多くなっています。 

 

◇妊産婦◇ 

10.9

8.7

0.0

54.3

6.5

23.9

0.0

21.7

67.4

0.0

0.0

0.0

2.2

0% 20% 40% 60% 80%

幼稚園

認可保育所

認定こども園

幼稚園の預かり保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

小規模保育施設

家庭的保育

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答
妊産婦（計:48）
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 ②－１ 平日の定期的な教育・保育事業を利用している理由（複）【就学前：問 15-4】 

  平日の定期的な教育・保育事業を利用している理由については、「子どもの教育や発達のため」が 

70.5％と最も多く、次いで「子育てをしている方が現在就労している」が 54.1％と回答の大半を占め

ています。 

◇就学前児童保護者◇ 

0.4

0.3

54.1

1.2

2.0

0.4

70.5

1.9

0% 20% 40% 60% 80%

子どもの教育や発達のため

子育てをしている方が現在就労している

子育てをしている方が就労予定がある／求職中である

子育てをしている方が病気や障害がある

子育てをしている方が学生である

子育てをしている方が家族・親族などを介護している

その他

無回答

就学前児童保護者
（計:928）

 

 

 

 

 ②－２ 平日の定期的な教育・保育事業を利用したい理由（複）【妊産婦：問 21-4】 

  平日の定期的な教育・保育事業を利用したい理由については、「子どもの教育や発達のため」が 

71.7％と最も多く、次いで「子育てする方が就労予定である／求職中である」が 32.6％となっていま

す。 

◇妊産婦◇ 

0.0

0.0

71.7

0.0

28.3

0.0

32.6

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

子どもの教育や発達のため

子育てをする方が就労予定がある／求職中である

子育てをする方が現在就労している

子育てをする方が家族・親族などを介護している

子育てをする方が病気や障害がある

子育てをする方が学生である

その他

無回答
妊産婦（計:48）
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 ③ 保育園や幼稚園に期待すること（複）【就学前：問 36 妊産婦：問 26】 

  保育園や幼稚園に期待することでは平成 21 年同様の傾向が見られます。その中でも、就学前児童保

護者では、「行事を通じた交流」、「健診などについての市町や保健所との連携」などの要望が高くなっ

ています。 

  また、妊産婦でも「行事を通じた交流」が最も多く、次いで「健診などについての市町や保健所との

連携」、「一日保育体験の実施」が多くなっています。 

 

◇就学前児童保護者◇ 

22.3

48.4

28.9

33.6

27.6

17.8

13.1

15.3

14.2

6.6

5.7

3.0

11.5

15.7

3.2

15.3

12.8

59.0

26.0

5.0

32.2

17.9

35.5

5.5

19.5

19.6

0% 20% 40% 60% 80%

行事を通じた交流

健診などについての市町や保健所との連携

子育ての情報の提供

日曜や休日の開放

園庭、園舎、絵本、遊具などの貸し出し

親のための育児講座や育児相談

お年寄りとの交流

子育てサロンとしての場の提供

１日保育体験の実施

伝統文化を継承する文化講座や学習会の開催

地域の子育てサークルのまとめ役

その他

無回答

平成25年調査
（計:1,221）

平成21年調査
（計:634）

 

平成 21 年調査とは・・・次世代育成支

援対策行動計画後期計画策定時に行なっ

た「子育て支援」に係るニーズ調査 
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◇妊産婦◇ 

25.0

22.9

0.0

47.9

20.8

43.8

0.0

33.3

54.2

10.4

18.8

2.1

18.8

0% 20% 40% 60% 80%

行事を通じた交流

健診などについての市町や保健所との連携

１日保育体験の実施

日曜や休日の開放

園庭、園舎、絵本、遊具などの貸し出し

親子のための育児講座や育児相談

子育ての情報の提供

子育てサロンとしての場の提供

お年寄りとの交流

伝統文化を継承する文化講座や学習会の開催

地域の子育てサークルのまとめ役

その他

無回答
妊産婦（計:48）
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（３）子育て支援拠点事業や町の子育て支援事業について 

 ① 地域の子育て支援事業の利用状況（複）【就学前：問 17】 

  地域の子育て支援拠点事業の利用状況で、「地域子育て支援拠点事業」の利用は 12.0％となっていま

す。また、「利用していない」が 86.2％と最も多くなっています。 

 

◇就学前児童保護者◇ 

12.0

1.1

86.2

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域子育て支援拠点事業

その他当該自治体で実施している類似の事業

利用していない

無回答

就学前児童保護者
（計:1,221）

 

 

 

 ①－１ 地域の子育て支援事業の今後の利用希望（単）【就学前：問 18】 

  地域の子育て支援拠点事業の利用状況については、「新たに利用したり、利用日数を増やしたいとは

思わない」が 62.5％と最も多く、次いで「利用していないが、今後利用したい」が 26.0％、「すでに

利用しているが、今後利用日数を増やしたい」が 7.0％となっています。 

 

◇就学前児童保護者◇ 
�

26.0 7.0 62.5 4.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就学前児童保護者

（計:1,221）

利用していないが、今後利用したい

すでに利用しているが、今後利用日数を増やしたい

新たに利用したり、利用日数を増やしたいとは思わない

無回答
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 ② 町の子育て支援事業の今後の利用意向（単）【就学前：問 19】 

  町の子育て支援事業等の今後の利用意向については、「保育所や幼稚園の園庭等の開放」、「子育て支

援センター」、「自治体発行の子育て支援情報誌」などで利用意向が高くなっています。 

 

◇就学前児童保護者◇ 

就学前児童保護者
（計:1,221）

51.7

48.7

41.4

40.5

36.1

34.1

23.8

41.3

42.8

45.0

50.3

51.0

54.0

55.3

55.0

57.6

61.5

67.6

67.7

7.0

8.4

8.1

8.4

8.5

7.9

8.0

8.9

8.4

7.7

8.5

8.4

23.9

30.8

36.7

38.2

46.9

0% 25% 50% 75% 100%

保育所や幼稚園の園庭等の開放

子育て支援センター

自治体発行の子育て支援情報誌

保健センターの情報・相談事業

子育ての総合相談窓口

教育相談センター・教育相談室

家庭教育に関する学級・講座

母親学級、両親学級、育児学級

地域福祉センター

ファミリー・サポートセンター

認定子ども園の子育て相談

育児支援家庭訪問事業

はい いいえ 無回答
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（４）土曜・日曜日・休日や長期休暇中の教育・保育事業の利用 

 ① 土曜・日曜日・休日の教育・保育事業の利用希望（単）【就学前：問 20】 

  土曜・日曜日・休日の教育・保育事業の利用希望については、土曜・日曜日・休日ともに「利用する

必要はない」が最も多くなっています。また、土曜の教育・保育事業の利用希望では、日曜日・休日に

比べ「ほぼ毎週利用したい」、「月に１～２回は利用したい」と回答した割合が多くなっています。 

 

◇就学前児童保護者◇ 
�

67.5

77.1 14.72.3

7.3 21.8

5.9

3.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（1）土曜日

計:1,221

（2）日曜日・祝日

計:1,221

利用する必要はない ほぼ毎週利用したい

月に１～２回は利用したい 無回答

 

 

 

① －１ 土曜・日曜日・休日の教育保育事業の利用希望の理由（複）【就学前：問 20-1】 

  土曜・日曜日・休日の教育・保育事業の利用希望で、「月に１～２回は利用したい」と回答した方の

利用希望理由は、「月に数回仕事が入るため」が 67.9％と最も多く、次いで「平日に済ませられない用

事をまとめて済ませるため」が 29.5％、「息抜きのため」が 21.3％となっています。 

 

◇就学前児童保護者◇ 

11.8

67.9

2.0

21.3

29.5

2.3

0% 20% 40% 60% 80%

月に数回仕事が入るため

平日に済ませられない用事をまとめて済ませるため

息抜きのため

親族の介護や手伝いが必要なため

その他

無回答

就学前児童保護者
（計:305）
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②  長期の休暇期間中の教育・保育事業の利用希望（単）【就学前：問 21（幼稚園を利用している方）】 

  長期の休暇期間中の教育・保育事業の利用希望では、「利用する必要はない」が 44.7％と最も多く、

次いで「休みの期間中、週に数日利用したい」が 34.3％、「休みの期間中、ほぼ毎週利用したい」が

16.2％となっています。 

◇就学前児童保護者◇ 
�

44.7 16.2 34.3 4.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就学前児童保護者

（計:519）

利用する必要はない

休みの期間中、ほぼ毎週利用したい

休みの期間中、週に数日利用したい

無回答

 

 

 

 ②－１ 長期の休暇期間中の教育・保育事業の利用希望（複） 

【就学前：問 21-1（幼稚園を利用している方）】 

  長期の休暇中の教育・保育事業の利用希望で、「週に数日利用したい」と回答した方の利用希望理由

は、「週に数回仕事が入るため」が 44.9％と最も多く、次いで「息抜きのため」が 39.3％、「買い物

等の用事をまとめて済ませるため」が 37.1％となっています。 

 

◇就学前児童保護者◇ 

20.8

0.6

39.3

37.1

2.2

44.9

0% 20% 40% 60% 80%

週に数回仕事が入るため

息抜きのため

買い物等の用事をまとめて済ませるため

親等親族の介護や手伝いが必要なため

その他

無回答

就学前児童保護者
（計:178）
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（５）不定期の教育・保育事業の利用について 

 ① 病気の際の対応（単）【就学前：問22（教育・保育事業を利用していると回答した方）、小学生：問15】 

  子どもが病気やけが等で教育・保育事業を利用できない、または学校を休まなければならなかったこ

とが「あった」と回答した割合は、就学前児童保護者では７割、小学生保護者では５割となっています。 
�

69.5

52.1

24.8

46.1 1.8

5.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就学前児童保護者

（計:928）

小学生児童保護者

（計:1,176）

あった なかった 無回答

 

 

 

 ①－１ 病気の際の対応方法（複）【就学前：問 22-1、小学生：問 15-1】 

  病気の際の対応方法は、就学前児童保護者、小学生保護者ともに「母親が休んだ」が最も多く、次い

で「親族・知人に子どもをみてもらった」、「父親または母親のうち就労していない方が子どもをみた」

となっています。 

1.2

59.1

26.3

23.0

8.6

6.2

0.0

0.2

3.1

2.4

0.0

2.5

0.5

66.2

21.6

28.4

0.5

36.6

0.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

母親が休んだ

親族・知人に子どもをみてもらった

父親又は母親のうち就労していない方が子どもをみた

父親が休んだ

病児・病後児の保育を利用した

仕方なく子どもだけで留守番をさせた

ベビーシッターを利用した

ファミリー・サポート・センターを利用した

その他

無回答

就学前児童保護者
（計:645）

小学生児童保護者
（計:613）
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②  不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かりの利用（複）【就学前：問 23、小学生：問 16】 

  私用、親の通院、不定期な就労等で不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かりの利用は、就学

前児童保護者、小学生保護者ともに「利用していない」が８割となっています。就学前児童保護者の利

用では「幼稚園の預かり保育」が多くなっています。 

0.0

5.1

2.0

3.1

0.0

2.3

86.4

1.5

1.1

4.1

79.4

0.3

0.1

14.0

2.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

幼稚園の預かり保育

一時預かり

ファミリー・サポート・センター

夜間養護等事業：トワイライトステイ

ベビーシッター

その他

利用していない

無回答

就学前児童保護者
（計:1,221）

小学生児童保護者
（計:1,176）

 

 

 ②－１ 不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かりを利用していない理由（複） 

【就学前：問 23-1、小学生：問 16-1】 

  私用、親の通院、不定期な就労等で不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かりを利用していない

理由は、就学前児童保護者、小学生保護者ともに「特に利用する必要がない」が最も多くなっています。 

6.2

80.9

10.3

9.8

4.9

11.2

2.9

2.7

3.9

1.6

2.6

4.8

0.8

82.3

7.5

12.9

2.9

15.8

4.5

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特に利用する必要がない

利用料がかかる・高い 

事業の利用方法がわからない

利用料がわからない

自分が事業の対象者になるのかどうかわからない

利用したい事業が地域にない

地域の事業の質に不安がある

地域の事業の利便性がよくない

その他

無回答

就学前児童保護者
（計:970）

小学生児童保護者
（計:1,016）
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 ③ 不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かりの利用希望（単）【就学前：問 24、小学生：問 17】 

  私用、親の通院、不定期な就労等で不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かりの利用希望は、

就学前児童保護者では 36.0％、小学生保護者では 24.1％が「利用したい」と回答しています。 
�

36.0

24.1 67.9

58.6 5.4

7.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就学前児童保護者

（計:1,221）

小学生児童保護者

（計:1,176）

利用したい 利用する必要はない 無回答

 

 

 

 ③－１ 不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かりを利用したい理由（複） 

【就学前：問 24-1、小学生：問 17-1】 

  私用、親の通院、不定期な就労等で不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かりを利用したい理

由は、就学前児童保護者では「私用、リフレッシュ目的」が最も多く、次いで「冠婚葬祭、学校行事、

子どもや親の通院等」、「不定期の就労」となっています。また、小学生保護者では、「冠婚葬祭、学校

行事、子どもや親の通院等」が最も多く、次いで「私用、リフレッシュ目的」、「不定期の就労」となっ

ています。 

8.2

40.1

54.9

31.7

8.1

55.6

5.9

24.4

54.2

12.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

私用、リフレッシュ目的

冠婚葬祭、学校行事、子どもや親の通院等

不定期の就労

その他

無回答

就学前児童保護者
（計:439）
小学生児童保護者
（計:284）
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④ 冠婚葬祭等により子どもを泊りがけで家族以外にみてもらったこと（単）【就学前：問25、小学生：問18】 

  冠婚葬祭などにより子どもを泊まりがけで家族以外にみてもらった状況の有無については、就学前児

童保護者、小学生保護者ともに「なかった」が７割を占めています。 

 
�

17.1

15.1

77.5

79.8 5.1

5.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就学前児童保護者

（計:1,221）

小学生児童保護者

（計:1,176）

あった なかった 無回答

 

 

 

 ④－１ 冠婚葬祭等の泊まりがけでの保護者の用事があったときの対処方法（複） 

【就学前：問 25、小学生：問 18】 

  冠婚葬祭等の泊まりがけでの保護者の用事があったときの対処方法については、就学前児童保護者、

小学生保護者ともに「親族・知人にみてもらった」が回答の大半を占めています。就学前児童保護者で

は「仕方なく子どもを同行させた」が 12.4％、小学生保護者では「仕方なく子どもだけで留守番をさ

せた」が 6.7％と多くなっています。 

0.0

92.7

6.2

0.0

6.7

0.6

0.6

2.4

12.4

0.5

0.5

0.5

87.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

親族・知人にみてもらった

仕方なく子どもを同行させた

短期入所生活援助事業を利用した

仕方なく子どもだけで留守番をさせた

短期入所生活援助事業以外の
保育事業を利用した

その他

無回答

就学前児童保護者
（計:209）
小学生児童保護者
（計:178）
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④－２ 親族・知人にみてもらったときの困難度（単）【就学前：問 25-1、小学生：問 18-1】 

  親族・知人にみてもらったときの困難度については、就学前児童保護者、小学生保護者ともに「特に

困難ではない」が大半を占めていますが、「非常に困難」、「どちらかというと困難」の回答は、小学生

保護者より就学前児童保護者が多くなっています。 

 
�

9.9

5.5

35.7

27.9 64.2

50.5 3.8

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就学前児童保護者

（計:182）

小学生児童保護者

（計:165）

非常に困難 どちらかというと困難

特に困難ではない 無回答

 



第２章 上三川町の子ども・家庭の現状 

                                                 

 - 37 - 

 

（６）放課後の過ごし方について 

 ① 小学校入学後の放課後の過ごし方（複）※就学前の５歳以上の保護者が回答 【就学前：問 26、27】 

  小学校入学後、希望する放課後の過ごし方については、小学生１～４年生では「自宅」、「習い事」が

４割以上と最も多く、次いで「放課後児童クラブ」が 26.4％となっています。 

小学５～６年生では「自宅」が 60.4％と最も多く、次いで「習い事」が 56.0％と多くなっていま

す。「放課後児童クラブ」は 16.8％で小学１～４年生の過ごし方と比べると利用意向が少なくなって

います。 

 

◇就学前児童保護者◇ 

14.6

60.4

56.0

16.8

17.2

6.9

0.6

14.0

17.4

5.5

44.6

1.0

26.4

15.2

57.2

15.4

12.4

14.4

0% 20% 40% 60% 80%

自宅

習い事

放課後児童クラブ

祖父母宅や友人・知人宅

放課後子ども教室

児童館

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

小学１～４年生の過ごし方
（計:493）

小学５～６年生の過ごし方
（計:493）
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 ② 今後の希望する放課後の過ごし方（複）【小学生：問 19、問 20】 

  今後の希望する放課後の過ごし方については、小学校１～４年生の過ごし方、小学５～６年生の過ご

し方ともに「自宅」、「習い事」の回答が４割以上となっています。  

   また、「放課後児童クラブ」については、小学１～４年生の過ごし方での回答が多くなっています。 

 

◇小学生保護者◇ 

8.2

64.4

47.5

8.4

14.5

6.5

2.6

0.5

11.2

19.3

0.4

12.2

8.0

66.8

15.3

19.6

3.4

44.6

8.2

15.9

0% 20% 40% 60% 80%

自宅

習い事

放課後児童クラブ

祖父母宅や友人・知人宅

クラブ活動など

放課後子ども教室

児童館

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

小学１～４年生の過ごし方
（計:1,176）

小学５～６年生の過ごし方
（計:1,176）
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（７）子育て支援について 

 ① 子育てに関する不安等について（単）【就学前：問 33、小学生：問 26】 

  子育てに関する不安感では、就学前児童保護者は「非常に不安や負担を感じる」、「何となく不安や負

担を感じる」と回答した割合が平成 21 年調査に比べ減少しています。小学生保護者では、「非常に不

安や負担を感じる」、「何となく不安や負担を感じる」との回答が多くなっています。 

 

◇就学前児童保護者◇ 
�

4.3

6.0 36.0

34.3 37.9

33.1 3.8

5.1

12.8

17.1 1.2

8.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成25年調査

（計:1,221）

平成21年調査

（計:634）

非常に不安や負担を感じる 何となく不安や負担を感じる

あまり不安や負担は感じない まったく感じない

なんともいえない 無回答

 

 

 

◇小学生保護者◇ 
�

5.2

8.1

37.4

32.2 31.6

35.3 6.3

3.4

13.7

11.1 13.7

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成25年調査

（計:1,176）

平成21年調査

（計:992）

非常に不安や負担を感じる 何となく不安や負担を感じる

あまり不安や負担は感じない まったく感じない

なんともいえない 無回答

 

 

平成 21 年調査とは・・・次世代育成支

援対策行動計画後期計画策定時に行なっ

た「子育て支援」に係るニーズ調査 
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 ② 地域の子育て支援について（複）【就学前：問 35 小学生：問 29 妊産婦：問 25】 

  就学前児童保護者、小学生保護者ともに平成 21 年同様の傾向が見られます。その中で、平成 21 年

と平成 25 年を比較すると、就学前児童保護者では「子どもの教育環境」、「母親・子どもの健康に対す

る安心」、小学生保護者では「地域における子育て支援の充実」、「保育サービスの充実」などの要望が

高くなっています。 

  また、妊産婦では「保育サービスの充実」が最も多く、次いで「仕事家庭生活の両立」、｢地域におけ

る子育て支援の充実｣、「妊娠・出産に対する支援」が多くなっています。 

 

◇就学前児童保護者◇ 

25.7

44.4

38.6

36.8

38.8

30.8

20.2

15.6

8.7

11.0

2.5

3.9

0.5

20.8

2.5

40.0

18.8

39.4

2.9

34.4

44.1

11.7

14.4

2.5

17.1

20.4

0% 20% 40% 60%

保育サービスの充実

仕事と家庭生活の両立

地域における子育て支援の充実

子育てしやすい住居・まちの環境面での充実

子どもの教育環境

子どもを対象にした犯罪・事故の軽減

妊娠・出産に対する支援

地域における子どもの活動拠点の充実

母親・子どもの健康に対する安心

子育て支援のネットワークづくり

児童虐待に対する支援

その他

無回答

平成25年調査
（計:1,221）

平成21年調査
（計:565）
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◇小学生保護者◇ 

28.2

40.7

35.8

34.3

36.4

16.9

25.8

8.4

9.9

5.4

18.2

3.0

3.1

9.4

2.5

8.2

3.6

40.1

34.8

3.0

38.1

22.5

38.3

2.3

23.5

42.7

0% 20% 40% 60%

仕事と家庭生活の両立

子育てしやすい住居・まちの環境面での充実

地域における子育て支援の充実

子どもの教育環境

子どもを対象にした犯罪・事故の軽減

保育サービスの充実

地域における子どもの活動拠点の充実

子育て支援のネットワークづくり

妊娠・出産に対する支援

母親・乳児の健康に対する安心

児童虐待に対する支援

その他

無回答

平成25年調査
（計:1,176）

平成21年調査
（計:829）

 

 

◇妊産婦◇ 

43.8

29.2

0.0

50.0

25.0

47.9

10.4

45.8

58.3

14.6

20.8

2.1

25.0

0% 20% 40% 60% 80%

保育サービスの充実

仕事と家庭生活の両立

地域における子育て支援の充実

妊娠・出産に対する支援

子育てしやすい住居・まちの環境面での充実

子どもの教育環境

母親・乳児の健康に対する安心

子どもを対象にした犯罪・事故の軽減

地域における子どもの活動拠点の充実

子育て支援のネットワークづくり

児童虐待に対する支援

その他

無回答
計:48
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 ③ 子育て支援の充実を図ってほしいこと（複）【就学前：問 39 小学生：問 33 妊産婦：問 24】 

  行政に対して今後充実を図ってほしい子育て支援では、平成 21 年同様の傾向が見られます。その中

でも就学前児童保護者では「子連れでも出かけやすく楽しめる場所を増やして欲しい」、小学生保護者

では「子連れでも出かけやすく楽しめる場所を増やして欲しい」、「放課後児童クラブを増やして欲しい」、

「放課後子ども教室を増やして欲しい」、「残業時間の短縮や休暇の取得促進など、企業に対して職場環

境の改善を働きかけて欲しい」などの要望が高くなっています。 

  また、妊産婦では「保育所や幼稚園にかかる費用負担を軽減してほしい」、「子連れでも出かけやすく

楽しめる場所を増やして欲しい」、「子育て支援センターなど、親子が安心して集まれる身近な場、イベ

ントの機会がほしい」、「保育所などが近くにほしい」、「残業時間の短縮や休暇の取得促進など、企業に

対して職場環境の改善を働きかけて欲しい」などの要望が高くなっています。 

 

◇就学前児童保護者◇ 

26.5

57.3

46.7

34.4

33.9

19.1

19.1

12.5

9.5

8.2

6.8

9.5

8.8

15.2

5.2

37.4

14.2

33.3

5.2

27.1

61.1

7.5

7.9

5.7

8.9

26.7

0% 20% 40% 60% 80%

子連れでも出かけやすく楽しめる場所を増やして欲しい

安心して子どもが医療機関に
かかれる体制を整備して欲しい

専業主婦など誰でも気軽に利用できる
保育サービスが欲しい

子育て支援センターなど、親子が安心して集まれる
身近な場、イベントの機会が欲しい

残業時間の短縮や休暇の取得促進など、
企業に対して職場環境の改善を働きかけて欲しい

子育てに困ったときに相談したり情報が
得られる場を作って欲しい

保育所を増やして欲しい

子育てについて学べる機会を作って欲しい

幼稚園を増やして欲しい

認定こども園を増やして欲しい

多子世帯の優先入居や広い部屋の割り当てなど、
住宅面の配慮が欲しい

その他

無回答

平成25年調査
（計:1,221）

平成21年調査
（計:634）
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◇小学生保護者◇ 

21.3

39.1

43.9

24.0

29.9

17.6

12.0

9.3

3.9

7.6

15.3

8.4

4.3

4.9

43.0

21.4

7.2

27.1

14.5

37.9

16.3

19.9

0% 20% 40% 60% 80%

子連れでも出かけやすく楽しめる場所を増やして欲しい

安心して子どもが医療機関にかかれる
体制を整備して欲しい

放課後子ども教室を増やして欲しい

子育て支援センターなど、親子が安心して集まれる
身近な場、イベントの機会が欲しい

残業時間の短縮や休暇の取得促進など、
企業に対して職場環境の改善を働きかけて欲しい

子育てに困ったときに相談したり
情報が得られる場を作って欲しい

放課後児童クラブを増やして欲しい

子育てについて学べる機会を作って欲しい

多子世帯の優先入居や広い部屋の割り当てなど、
住宅面の配慮が欲しい

その他

無回答

平成25年調査
（計:1,176）

平成21年調査
（計:829）

 

◇妊産婦◇ 

37.5

76.9

59.6

44.2

57.7

30.8

32.7

19.2

21.2

25.0

5.8

15.4

13.5

5.8

37.5

6.3

79.2

29.2

47.9

0.0

10.4

47.9

81.3

14.6

18.8

8.3

27.1

28.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育所や幼稚園にかかる費用負担を軽減してほしい

子ども連れでも出かけやすく
楽しめる場所を増やしてほしい

子育て支援センターなど、親子が安心して集まれる
身近な場、イベントの機会がほしい

安心して子どもが医療機関にかかれる
体制を整備してほしい

子育てに困った時に相談したり
情報が得られる場をつくってほしい

残業時間の短縮や休暇の取得促進など、
企業に対して職場環境の改善を働きかけてほしい

専業主婦など誰でも気軽に利用できる
ＮＰＯ等による保育サービスがほしい

保育所などが近くにほしい

幼稚園を増やしてほしい

子育てについて学べる機会を作ってほしい

地域の自治会公民館の整備

多子世帯の優先入居や広い部屋の割り当てなど、
住宅面の配慮がほしい

その他

無回答

平成25年調査
（計:48）

平成21年調査
（計:52）
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   上三川町では、平成 22 年度から平成 26 年度を計画期間とする次世代育成支援対策行動計画（後

期計画）に基づき、「子どもが輝く 笑顔の地域～みんなで実践しよう“かみのかわ”子育てプラン～」

を基本理念として、３つの基本目標を定め、さまざまな子育て支援施策を図ってきました。 

 

 

＜基本理念＞ 

 

＜基本目標＞      ＜施策の方向＞          ＜具体的施策＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．次世代育成支援対策行動計画（後期計画）の実施状況 

子どもが輝く  笑顔の地域 

①子どもを事故や犯罪等から守る活動

の推進 

①地域ぐるみの子育て支援 

①次代を担う人づくり 

②生きる力を育む環境の整備 

③家庭や地域の教育力の向上 

④子どもの権利を守るまちづくりの

推進 

①「食育」の推進 

②思春期の心と体の健康づくり 

３．子育てを温

かく支え、見

守る 

２．子どもたち

が健やかに育

つ 

１．安心して産

み、育てるこ

とができる 

 

①児童虐待の防止策の充実 

②ひとり親家庭等の自立支援の推進 

③障がい児施策の充実 

（３）支援を必要とする子ど

もと家庭への取り組み 

①良好な居住環境の確保 

②安心して外出できる環境の整備 
（５）子育てを支援する生活

環境の整備 

①安全な妊娠・出産への支援 

②子どもの健やかな成長と発達への支援 
（１）親や子どもの健康の確

保･増進 

①子育て支援サービスの充実 

②保育サービスの充実 

③経済的負担の軽減 
（２）子育て家庭への支援 

（２）子どもの安全の確保 

（１）子育て地域ネットワー

クづくり 

（２）子どもが健やかに育つ

ための環境の整備 

（１）子どもの健康の確保 

①多様な働き方の実現、働き方の見直し 

②仕事と子育て両立支援の推進 
（４）仕事と子育ての両立を

支援する環境の整備 
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上三川町次世代育成支援対策行動計画（後期計画）で設定した目標事業量の実施状況は以下の

とおりです。 

項目 
21 年度 

策定時 

26 年度  

目標事業量 

26 年度  

実績見込み 

保育 6 サービス 人数 
0～2 歳児 249 271 301 

3～5 歳児 356 378 358 

 

保育 5 サービス 人数 
0～2 歳児 249 271 297 

3～5 歳児 262 284 266 

 認可保育所 人数 
0～2 歳児 249 269 287 

3～5 歳児 262 282 263 

幼稚園の預かり保育 人数 
0～2 歳児 ０ 0 4 

3～5 歳児 ９４ 94 92 

延長保育 
平均利用者数 ２４ 50 26 

か所数 ３ 6 6 

休日保育 
定員 ０ 6 9 

か所数 ０ 2 1 

病児・病後児保育  

（体調不良時対応） 

年間利用者数（延） 200 400 254 

か所数 １ 2 1 

特定保育 
定員 ０ 12 0 

か所数 ０ 2 0 

放課後児童クラブ  

（小学校 1～3 年生） 

利用者数（実） 184 220 177 

か所数 ７ 7 7 

放課後子ども教室 か所数 ５ 7 5 

一時預かり事業  

（認可保育所） 

年間利用者数 ０ 993 450 

か所数 ０ 2 2 

地域子育て支援拠点事業 か所数（センター型） ０ 1 1 

ファミリー・サポート・

センター事業 
か所数 ０ 1 1 

ショートステイ か所数 ０ 0 0 

トワイライトステイ か所数 ０ 0 0 

※保育５サービス：認可保育所、家庭的保育、事業所内保育、認証・認定保育施設、その他の保育
施設５サービス。  

保育６サービス：保育５サービスに「幼稚園の預かり保育」を加えたもの。 
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また、上三川町次世代育成支援対策行動計画（後期計画）の３つの基本目標別の事業の実施状況は

以下のとおりになっています。 

 

 

 

■基本目標１ 安心して産み、育てることができる                  

基本目標 1 の「安心して産み、育てることができる」では、「（２）子育て家庭への支援」の「ショー

トステイ」、「トワイライトステイ」が未着手となりました。両事業については、参入事業者がなく、整

備がなかなか進まない状況です。そのため、広域での体制づくりを含めて、検討する必要があります。 

施策の方向 事業数 
実施状況 

Ａ Ｂ Ｃ 

（１）親や子どもの健康の確保･増進 15 15 0 0 

（２）子育て家庭への支援 27 24 2 1 

（３）支援を必要とする子どもと家庭へ 

の取り組み 
24 24 0 0 

（４）仕事と子育ての両立を支援する 

環境の整備 
8 6 0 2 

（５）子育てを支援する生活環境の整備 2 2 0 0 

※事業数は再掲事業を除く 

 

■基本目標２ 子どもたちが健やかに育つ                   

基本目標２の「子どもたちが健やかに育つ」では、概ね事業は実施されました。引き続き事業内容

の見直しや事業の周知を図り、各事業を充実させていくことが必要です。 

施策の方向 事業数 
実施状況 

Ａ Ｂ Ｃ 

（１）子どもの健康の確保 14 14 0 0 

（２）子どもが健やかに育つための環境の整備 26 25 0 1 

※事業数は再掲事業を除く 

 

■基本目標３ 子育てを温かく支え、見守る                     

基本目標３の「子育てを温かく支え、見守る」では、概ね事業は実施されました。引き続き居住環

境や道路交通環境の見直しなど推進して行くことが必要です。 

施策の方向 事業数 
実施状況 

Ａ Ｂ Ｃ 

（１）子育て地域ネットワークづくり 0 － － － 

（２）子どもの安全の確保 9 9 0 0 

※（１）子育て地域ネットワークづくりは再掲のみだったため事業数は０となっています。 

※事業数は再掲事業を除く 

 

 

実施状況 Ａ：予定通り事業を実施し、今後も継続（新規事業含む） 
     Ｂ：未実施・検討中 
     Ｃ：事業の廃止 
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上三川町の統計などからみる子どもや子育て家庭の状況、ニーズ調査結果からみる子どもや保護

者の意識、また、上三川町次世代育成支援対策行動計画（後期計画）の評価を踏まえた、本計画に

おける主な課題と今後の方向性は以下のとおりです。 

 

    就学前教育・保育の充実 

乳幼児期は心身の発達が著しい時期であり、情緒の安定、基本的生活習慣の確立、集団生活の体

験など、生涯にわたる人格形成の基礎が培われる重要な時期です。 

少子化の進行や家庭、地域を取り巻く環境が変化している中において、幼稚園や保育所、認定こ

ども園などの教育・保育施設では、乳幼児期にふさわしい生活を展開しながら、子どもの豊かな育

ちを保障していくための取り組みの工夫がさらに求められます。 

幼稚園や保育所、認定こども園などの教育・保育施設が、それぞれの方針や特色を活かした教育・

保育を充実させるとともに、各施設がそれぞれの設置の目的や制度の違いをこえて連携し、共通理

解を図りながら就学前教育・保育の充実に取り組むことが必要です。 

本町においても、保育所、幼稚園、小・中学校連携の取り組みや多世代交流などを実施し、多様

な人との関わりを通して子どもの豊かな育ちをめざしていきます。 

そのためにも、子どもの育ちや学びの連続性をめざし、就学前教育・保育と小学校以降の教育と

の連携を強化するとともに、それに向けた機会や場の拡充が必要です。 

 

    家庭や地域での子育て力の向上 

 核家族化や地域のコミュ二ティの希薄化などを背景とし、子どもを育てることに対する不安や悩

みをもつ保護者は少なくありません。その中で、子育て支援センターなどで子育て家庭に対する支

援活動を行っていますが、これらの施設や交流の機会などに参加しない家庭も存在しているのが現

状です。 

 今後は、これらの施設や交流の機会などへの参加促進に向けた内容面の充実や積極的なＰＲを進

め、子育て家庭の不安・悩みの解消につなげていくことが必要です。また、子どもの育ちについて

地域との関わりを求める意識が高くなっている中で、現在活動している団体や人材だけでなく、地

域全体で子どもを育てる機運を高めることや、実際に子育て支援を行う人材の確保や育成など地域

資源の発掘・活用が必要です。 

 

 

 

８．課題と方向性  
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    働きながら子育てできる環境づくり 

 核家族化の進行や女性の就業率の増加などを背景として、女性が安心して働きながら子育てでき

る環境づくりが求められます。そのような中、本町においても保育ニーズはますます高まっていま

す。認可保育所では、定員超過が続き、3 歳未満の低年齢児の入所希望が増加傾向にあり、0 歳児

において、待機児童が発生しています。これらの保育ニーズに対して、保育所の適正な整備や幼稚

園の認定子ども園化、小規模保育や家庭的保育事業の推進など、多様な保育サービスの充実が必要

です。 

 働きながら子育てできる家庭づくりに向けては、保育サービスの充実以外にも家庭での役割分担、

企業の環境整備、地域での子育て支援など、多面的にアプローチしていくことが求められ、社会全

体としての意識啓発や仕組みづくりが必要です。 

 

    子どもが安全・安心して、楽しめる居場所をつくる 

 子どもが本町で育っていくうえで、安全・安心を確保することはとても重要なことです。 

 就学前児童においては、保護者とともに行動することも多く、子育て家庭が安全に移動でき、心

地よく暮らしていける環境づくりが求められます。小学生になると母親の就業率も高まり、放課後

の子どもの居場所づくりとして、放課後児童クラブや放課後子ども教室の拡充を図るとともに、子

ども同士で安全に過ごせる遊び場などの確保・整備が求められます。 

 子どものライフステージによって、居場所や環境が変化していくことを踏まえ、それぞれのステ

ージに応じた遊び場や居場所の確保に努めることが必要です。また、子どもの安全・安心の確保に

向けては、防犯・防災対策として行政からの情報発信や環境整備に加え、地域住民による見守り活

動も進めていくことが必要です。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

「上三川町次世代育成支援対策行動計画」では、前期、後期計画を通じて「子どもが輝く 笑顔

の地域」を基本理念に、子育てについての第一義的責任は保護者であるという基本認識のもとに、

子育てが喜びであり楽しみであることを実感でき、一人ひとりの子どもが心身ともに健やかでたく

ましく育つことができる地域社会の実現を目指してさまざまな取り組みを進めてきました。 

「上三川町子ども・子育て支援事業計画」では、少子化やそれに伴う子どもを取り巻く家庭や社

会環境の変化の中で子どもの成長にしっかりと向き合いながら、質の高い教育・保育や子育て支

援の安定的な提供等を、的確に位置づけ取り組むことが大切です。 

次代の担い手である子どもたちが健やかに生まれ育ち、誰もが安心して喜びと生きがいをもって

子育てができるまちづくりを推進ししていくため、引き続き「子どもが輝く 笑顔の地域 ～み

んなで実践しよう“かみのかわ”子育てプラン～」を基本理念に掲げ取り組んでまいります。 

 

 

 

子どもが輝く 笑顔の地域 

～みんなで実践しよう 

   “かみのかわ” 

        子育てプラン～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．基本理念  
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本計画は、「子ども・子育て支援法」第 61 条第１項に基づく計画として、子ども・子育て支援

法に基づく基本指針に即して、策定するものです。 

基本理念に掲げるまちづくりを実現するため、子ども・子育て支援法に基づく基本指針である「子

どもの育ちに関する理念」、「子育てに関する理念と子ども・子育て支援の意義」、「社会のあらゆる

分野における構成員の責務、役割」に即し施策の推進を図ります。 

 

【子ども・子育て支援法に基づく基本指針】抜粋 

 

■子どもの育ちに関する理念  

○子どもの最善の利益が実現される社会を目指すこと、すべての子どもの健やかな育ち（発達）

を保障すること。  

○自己肯定感を持って育まれることや一人ひとりの個性が活かされることの重要性。  

  

■子育てに関する理念と子ども・子育て支援の意義  

○乳幼児期の重要性、乳幼児期の教育の役割及び意義  

○家庭の意義及び役割  

○子育て及び子育てを通じた親育ちの支援の重要性  

○施設における集団での学び・育ちの支援の意義及び役割並びに専門性・重要性  

○家庭・地域・施設等の連携の重要性等  

  

■社会のあらゆる分野における構成員の責務、役割  

○社会のあらゆる分野における構成員が子どもの育ちと子育て支援の重要性に対する関心と

理解を深めることや、ワーク・ライフ・バランスの推進が必要であること。  

 

 

 

２．基本指針 
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『子どもが輝く 笑顔の地域 ～みんなで実践しよう “かみのかわ”子育てプラン～』の推進に

あたり、次の４つを基本目標として設定します。 

 

基本目標１ 子ども・子育て家庭を支える 

国から提示される基本指針等に沿って、教育・保育提供区域ごとに、計画期間における「幼児

期の学校教育・保育の量の見込み」を定め、すべての子育て家庭のために、多様なニーズに応え

る教育保育事業、地域子ども・子育て支援事業を提供していきます。また、子育て情報の収集、

提供、経済的負担の軽減を推進します。また、児童の健全育成を推進します。 

 

【基本施策】 

（１）教育・保育提供区域における量の見込みと確保の方策 

（２）地域における子育て・子育ちの支援 

 

 

基本目標２ 安心して産み、育てることができる 

安心して子どもを産み育てることができる環境の整備、乳幼児に対する健康診査と事後指導や

相談体制の充実、小児特有の疾病に対応した専門医療機関との連携を図るなど、母子保健の充実

を図ります。  

また、すべての子どもの人権が尊重され、身近な地域で自立した生活ができるよう、支援を必

要とする児童や家庭へのきめ細かな取り組みを推進します。 

 

【基本施策】 

（１）親や子どもの健康の確保･増進 

（２）児童虐待防止対策の充実 

（３）ひとり親家庭等の自立支援の推進 

（４）障がい児施策の充実 

 

 

３．基本目標 
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基本目標３ 子どもたちが健やかに育つ 

子どもが心身ともに健やかに成長し、次代の親として豊かな心を持った大人に育つよう、学校

教育を充実させるとともに、家庭や学校、地域社会の十分な連携のもとで、家庭や地域の教育力

の向上を図ります。また、子どもを取り巻く有害環境対策も推進します。 

 

【基本施策】 

（１）次代を担う人づくり 

（２）生きる力を育む教育力の向上 

（３）家庭や地域の教育力の向上 

 

 

 

基本目標４ 子育てを温かく支え、見守る 

子育て家庭に配慮した企業の取り組みが促進されるよう働きかけていくとともに、男性を含め

た働き方の見直しを促進し、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）が実現できる地域

社会づくりを推進します。 

また、子育て家庭にやさしい地域の住環境、道路交通環境、公共施設等の整備を推進するとと

もに、関係機関・団体等との連携を強化しながら、子どもが安心して暮らすことのできる環境づ

くりを推進します。 

 

 

【基本施策】 

（１）仕事と子育ての両立を支援する環境の整備 

（２）子どもの安全の確保 

（３）子育てを支援する生活環境の整備 
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第４章 施策の展開 

 

 

 

 

 

 

 

１．教育・保育提供区域における量の見込みと確保の方策 

 

（１）認定区分について 

子ども・子育て支援法では、幼稚園や保育所、認定こども園などを利用する就学前の児童について、

教育・保育の必要性を認定した上で給付を支給する仕組みとなります（同法第 19 条）。その際の認定

の区分についてまとめると下記のとおりとなります。 

 

     ■認定区分 

区分 年齢 対象事業 対象家庭類型 

１号認定 3～5 歳 幼稚園・認定こども園 

専業主婦（夫）家庭、 

共働きであるが幼稚園

利用の家庭 

２号認定 3～5 歳 保育所・認定こども園 共働き家庭 

３号認定 0 歳、1・2 歳 保育所・認定こども園、地域型保育 共働き家庭 

     

■事業一覧 

事業 対象事業 

特定教育・保育施設 

（施設型給付） 
幼稚園・保育所・認定こども園 

特定地域型保育事業 

（地域型保育給付） 

・小規模保育（定員６～19 人） 

・家庭的保育（定員５人以下） 

・居宅訪問型保育 

・事業所内保育所（事業所の従業員の子どもに加えて、地域の保育

を必要とする子どもの保育を実施するものに限る） 

確認を受けない幼稚園 
施設型給付を受けるための確認を、町から受けない幼稚園（私学助

成の幼稚園） 

 

基本目標 １ 子ども・子育て家庭を支える 
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（２）教育・保育提供区域の設定 

子ども・子育て支援法の規定に基づく本町の教育・保育提供区域は以下の表のとおり設定します。

保護者や子どもが質の高い教育・保育及び子育て支援の提供を受けることができるよう、地理的

条件、人口、交通事情、生活行動などの社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育

を提供するための施設の整備の状況などを総合的に勘案します。 

 

■本町における教育・保育提供区域 

区分 / 施設・事業名 区 域 

教
育
・
保
育 

教育・保育施設 幼稚園・保育所（園）・認定こども園 

町全体 

地域型保育事業 
小規模保育、家庭的保育、居宅訪問 
型保育、事業所内保育 

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業 

① 利用者支援事業 町全体 

② 地域子育て支援拠点事業 町全体 

③ 時間外保育（延長保育） 町全体 

④ 子育て短期支援事業 町全体 

⑤ 一時預かり事業 町全体 

⑥ 病児・病後児保育事業 町全体 

⑦ 子育て援助活動支援事業（ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ・ｾﾝﾀｰ） 町全体 

⑧ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 小学校区 

⑨ 妊婦健康診査 町全体 

⑩ 乳児家庭全戸訪問事業 町全体 

⑪ 養育支援訪問事業 町全体 

⑫ 要支援・要保護児童等の支援に資する事業 町全体 
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（３）教育・保育施設の量の見込み及び確保の方策 

国から提示される基本指針等に沿って、教育・保育提供区域ごとに、計画期間における「幼

児期の学校教育・保育の量の見込み（必要利用定員総数）」を定めるとされています。  

また、設定した「量の見込み」に対応するよう、教育・保育施設及び地域型保育事業による

確保の内容及び実施時期を設定します。 

 

① ０歳児保育（３号認定子ども） 

出産後、早期の職場復帰を希望する保護者が安心して預けることができるよう、保育所及び

認定こども園において、必要な０歳児保育利用定員の確保及び家庭的保育事業等の推進を図っ

ていきます。 

■現在の利用状況 

 
平成24年度 平成25年度 

平成26年度 
見込 

利用者数（人） 69 74 74 

■量の見込み及び確保の方策 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

量の見込み（人） 87 85 82 79 76 

確保の
方策 

保育所・認定こども園 31 39 49 58 72 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

家庭的保育事業等 0 0 4 4 4 

確保の方策－量の見込み △56 △46 △29 △17 0 

 

② １・２歳児保育（３号認定子ども） 

共働き家庭やひとり親家庭の保護者が安心して預けることができるよう、保育所及び認定こ

ども園、家庭的保育事業等において、必要な１～２歳児保育利用定員の確保を図ります。 

■現在の利用状況 

 
平成24年度 平成25年度 

平成26年度
見込 

利用数（人） 174 211 230 

■量の見込み及び確保の方策 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

量の見込み（人） 261 245 241 234 225 

確保の
方策 

保育所・認定こども園 215 207 223 229 233 

認可外保育施設 - - - - - 

家庭的保育事業等 - - 6 6 6 

確保の方策－量の見込み △46 △38 △12 1 14 
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③ ３～５歳児保育（２号認定子ども） 

共働き家庭やひとり親家庭の保護者が安心して預けることができるよう、保育所において、

必要な３～５歳児保育利用定員の確保を図ります。 

■現在の利用状況 

 
平成24年度 平成25年度 

平成26年度 
見込 

利用者数（人） 196 264 272 

■量の見込み及び確保の方策 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

量の見込み（人） 312 297 285 278 266 

確保の
方策 

保育所・認定こども園 274 274 308 293 285 

認可外保育施設 - - - - - 

確保の方策－量の見込み △38 △23 23 15 19 
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④ ３～５歳児教育・保育（１号認定子ども及び２号認定子ども） 

世帯ごとの多様な就労状況や、子育てに対する保護者の考え方に応じた適切な教育・保育が

提供できるよう、認定こども園、幼稚園等において、必要な３～５歳児教育・保育利用定員の

確保を図ります。 

■現在の利用状況 

 
平成 24 年度 平成 25 年度 

平成 26 年度 
見込 

利用数（人） 795 707 633 

■量の見込み及び確保の方策 

 
平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 号認定 ２号認定 1 号認定 ２号認定 1 号認定 ２号認定 

量の見込み（人） 699 150 664 141 639 133 

確保の
方策 

幼稚園・認定こども園
(特定教育・保育施設） 

- - 300 

確認を受けない幼稚園 755 755 455 

上記以外 100 100 97 

確保の方策‐量の見込み 6   50 80 

 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 

1 号認定 ２号認定 1 号認定 ２号認定 

量の見込み（人） 621 127 588 121 

確保の
方策 

幼稚園・認定こども園
(特定教育・保育施設） 

300 300 

確認を受けない幼稚園 455 455 

上記以外 97 95 

確保の方策－量の見込み 104 141 
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各認定区分における教育・保育施設のニーズ量と確保策は以下の様になります。 

                  

備考 
  

   
１号 

2 号 3 号 

        
幼稚園 

利用 

左記 

以外 
０歳 １・２歳 

平
成
２
７
年
度 

推計児童数 1,161 348 

蓼沼保育園の増築や上三

川保育園、大山保育所の定

員増により、量の確保を図

ります。 

量の見込み（①） 699 150 312 87 261 

確
保
の
方
策

（
②
） 

特定教育・保育施設  274 31 215 

特定地域型保育事業      

確認を受けない幼稚園 755    

上記以外 100    

②－①     6 △38 △56 △46 

平
成
２
８
年
度 

推計児童数 1,102 330 

 

量の見込み（①） 664 141 297 85 245 

確
保
の
方
策

（
②
） 

特定教育・保育施設  274 39 207 

特定地域型保育事業      

確認を受けない幼稚園 755    

上記以外 100    

②－①     50 △23 △46 △38 

平
成
２
９
年
度 

推計児童数 1,057 323 

事業所内保育所等の地域

型保育事業や幼稚園の認

定こども園への移行によ

り、量の確保を図ります。 

量の見込み（①） 639 133 285 82 241 

確
保
の
方
策

（
②
） 

特定教育・保育施設 300 308 49 223 

特定地域型保育事業    4 6 

確認を受けない幼稚園 455    

上記以外 97    

②－①     80 23 △29 △12 

平
成
３
０
年
度 

推計児童数 1,026 313 

大山保育所の民営化など

により、必要な量の確保を

図ります。 

量の見込み（①） 621 127 278 79 234 

確
保
の
方
策

（
②
） 

特定教育・保育施設 300 293 58 229 

特定地域型保育事業    4 6 

確認を受けない幼稚園 455    

上記以外 97    

②－①     104 15 △17 1 

平
成
３
１
年
度 

推計児童数 975 301 

  

量の見込み（①） 588 121 266 76 225 

確
保
の
方
策

（
②
） 

特定教育・保育施設 300 285 72 233 

特定地域型保育事業    4 6 

確認を受けない幼稚園 455    

上記以外 95    

②－①     141 19 0 14 
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（４）地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び確保の方策 

国から提示される基本指針等に沿って、計画期間における「地域子ども・子育て支援事業の量

の見込み」を定めるとされています。  

また、設定した「量の見込み」に対応するよう、確保の内容及び実施時期を設定します。  

 

① 利用者支援事業  対象：子どもの保護者（主に就学前児童保護者） 新規事業 

子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提

供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する事業です。 

本町では利用者支援として子育て支援のチラシ発行などによる情報提供を行っています。ま

た、子育て支援センターなどで、子育て中の保護者からの相談に応じています。 

今後も引き続き、利用者支援事業として、福祉課の窓口において保護者からの子育てに関す

る相談に対応していきます。 

■量の見込み及び確保の方策 

  

量の見込み 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成31年度 

量の見込み（ヶ所） 0 0 0 1 1 

  確保の方策 

 提供体制（ヶ所） 0 0 0 1 1 

確保の方策－量の見込み 0 0 0 0 0 

 

 

② 地域子育て支援拠点事業 対象： 未就学児 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提

供、助言その他の援助を行う事業です。 

平成24年６月に「子育て支援センター」を開設し、事業を実施しており、利用者のニーズを的

確にとらえて事業の拡充を図り、「子育て支援センター」が質・量ともに十分な受け皿となるよう

な方策を検討します。 

今後も、乳幼児活動や相談事業、交流・参加型事業など、子育て支援の拠点として事業の充

実を図ります。 



第４章 施策の展開 

                                                 

 - 60 - 

 

■現在の利用状況 

 
平成 24 年度 平成 25 年度 

平成 26 年度 
見込 

実施か所（ヶ所） 1  1 1 

利用者数（人日） 4,933 6,704 7,500 

■量の見込み及び確保の方策 

 
量の見込み（人日） 

平成27年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成31年度 

量の見込み 7,600 7,700 7,800 7,900 8,000 

確保の方策      

 
提供体制（ヶ所） 1 1 1 1 1 

利用者数 7,600 7,700 7,800 7,900 8,000 
 

確保の方策－量の見込み 0 0 0 0 0 

 

 

③ 時間外保育（延長保育） 対象：0～5 歳 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間において、

保育所、認定こども園において保育を実施する事業です。 

利用実績を踏まえ、計画期間においては従来と同程度の事業量を見込んでおり、引き続き事

業を実施し、事業量に応じた体制づくりに努めます。 

■現在の利用状況 

 
平成 24 年度 平成 25 年度 

平成 26 年度 
見込 

実施か所（ヶ所） 6  7 7 

利用者数（人） 179 184 188 

■量の見込み及び確保の方策 

 
量の見込み（人） 

平成27年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成31年度 

量の見込み 191 193 197 201 202 

確保の方策      

 
提供体制（ヶ所） 7 7 7 7 7 

利用者数 191 193 197 201 202 

確保の方策－量の見込み 0 0 0 0 0 
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④ 子育て短期支援事業 対象：0～5 歳 

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童に

ついて、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業（短期入所生活援助事業（ショー

トステイ事業）です。 

現在、宿泊を伴う保育支援の需要は必ずしも高いものではありませんが、ひとり親家庭の増

加や女性の就労増等に伴い、ニーズの増加が今後見込まれます。事業の性質上近隣市の児童福

祉施設等への委託を検討し、ニーズに対応していきます。 

■現在の利用状況 

 
平成 24 年度 平成 25 年度 

平成 26 年度 
見込 

実施か所（ヶ所） 0 0 0 

利用者数（人日） 0 0 0 

■量の見込み及び確保の方策 

 
量の見込み（人日） 

平成27年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成31年度 

量の見込み 19 18 18 17 17 

確保の方策      

 
提供体制（ヶ所） 0 1 1 1 1 

利用者数 0 18 18 17 17 
 

確保の方策－量の見込み △19 0 0 0 0 
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⑤ 一時預かり事業 

⑤－１幼稚園の在園児を対象とした預かり保育 対象：３～5 歳 

幼稚園を利用する保護者の多様なニーズに対応するため、幼稚園で定める通常の保育時間の

前後や、長期休業日に希望する在園児を預かり保育することにより、幼児の心身の健全な発達

を図り、保護者の子育て支援を行う事業です。 

本町の幼稚園２か所において、預かり保育を実施しています。 

保護者の利用ニーズに対応できるよう、引き続き事業を実施し、事業量の確保に努めます。 

■現在の利用状況 

 
平成 24 年度 平成 25 年度 

平成 26 年度 
見込 

実施か所（ヶ所） 2  2 2 

延べ利用者数（人日） 20,880 22,320 22,080 

実人数（人） 87 93 95 

■量の見込み及び確保の方策 

 

量の見込み（人日） 

平成27年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成31年度 

量の見込み 

 
１号認定による利用 557 529 508 495 474 

２号認定による利用 29,960 28,476 27,337 26,612 25,473 

確保の方策      

 

提供体制（ヶ所） 2 2 2 2 2 

1号認定 利用者数 557 529 508 495 474 

２号認定 利用者数 29,960 28,476 27,337 26,612 25,473 

確保の方策－量の見込み 0 0 0 0 0 
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⑤－２ 在園児以外を対象とする一時預かり保育事業  対象：１～5 歳 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間保育

所において、一時的に預かり、必要な保育を行う事業です。 

町内の保育園２か所において、預かり保育を実施しています。学校行事等の行事参加やリフ

レッシュなど、多様な保育需要に対応するために一時保育事業を実施しています。 

町内の保育園の計２か所において実施する一時預かり事業とファミリー・サポート・センタ

ー事業を中心的な方策として必要な事業量の確保を図ります。 

■現在の利用状況 

 
平成 24 年度 平成 25 年度 

平成 26 年度 
見込 

実施か所（ヶ所） 2  2 2 

延べ利用者数（人日） 513 372 450 

■量の見込み及び確保の方策 

 

量の見込み（人日） 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 1,602 1,525 1,478 1,429 1,367 

確保の方策      

 

提供体制（ヶ所） 
（一時預かり事業） 

2 2 2 2 2 

利用者数 1,582 1,505 1,458 1,409 1,347 

提供体制（ヶ所） 
（ファミリー・サポー

ト・センター） 

1 1 1 1 1 

利用者数 20 20 20 20 20 

確保の方策－量の見込み 0 0 0 0 0 
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⑥ 病児・病後児保育事業 対象：0～5 歳 

病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的に

保育等する事業です。 

体調不良児対応型については、町内１か所で実施しています。 

病児・病後児対応型については、27 年度から町外での広域利用で委託していきます。 

保護者が就労しているなどで、保育園に通っている子どもが病気になったときでも休めない

場合があり、代わって病気の子どもの世話をする病児保育のニーズが高まっています。病児・

病後児が安心して過ごせる保育環境を整えるために、安心、安全な施設や保育体制の充実を図

っていきます。 

■量の見込み及び確保の方策 

 

量の見込み（人日） 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 242 231 224 217 208 

確保の方策      

 

提供体制（ヶ所） 
（病児・病後児対応型） 

1 1 1 1 1 

利用者数 72 72 72 72 72 

提供体制（ヶ所） 
（体調不良児対応型） 

1 1 1 1 1 

利用者数 250 239 232 225 216 

確保の方策－量の見込み 80 80 80 80 80 



 第４章 施策の展開 

                                                 

 - 65 - 

 

⑦ 子育て援助活動支援事業（ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ・ｾﾝﾀｰ） 対象：就学児  

子育ての援助を受けたい方（依頼会員）と子育ての援助を行いたい方（提供会員）の会員組

織で、会員相互による育児の援助活動を行う事業です。 

町内 1 箇所で実施しています。事業の実施については、計画期間中、利用者のニーズや事業

の担い手となる人材の確保等を考慮し、検討します。 

■現在の利用状況 

 
平成 24 年度 平成 25 年度 

平成 26 年度
見込 

実施か所（ヶ所） 1 1 1 

全体延べ活動件数  
（人日） 

20 12 25 

就学児のみ延べ活動件数    
（人日） 

0 6 5 

低学年 0 6 5 

高学年 0 0 0 

提供会員数 7 7 7 

依頼会員数 6 8 11 

両方会員数 1 1 1 

■量の見込み及び確保の方策 

 

量の見込み（人日） 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 11 11 11 10 10 

確保の方策 11 11 11 10 10 

確保の方策－量の見込み 0 0 0 0 0 
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⑧ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 対象：小学１年～６年生 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に小学校

の余裕教室等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業です。 

本町では、保護者が昼間家庭にいない小学１～３年生（一部 6 年生まで）の児童を対象に、

放課後に遊びや生活の場を提供する事業を実施しています。 

対象児童の学年が６年生に拡大することもあり、より多くのニーズが見込まれます。さらに、

児童が身近な地域で容易に利用できることが必要であるため、小学校区ごとに必要な事業量を

見込むこととしました。引き続き、町内の学童クラブにおいて事業を実施するとともに、定員

の拡大を図れるよう、空き教室の確保や新たな事業者に委託する等、必要な事業量を確保でき

るよう努めます。 

また、「放課後児童健全育成事業」においては、「放課後子ども教室事業」と連携し、「放課後

子ども総合プラン」の計画的な推進を図り、遊びの場の拡大と幅広い年齢での遊びの共有およ

び共働き家庭の子どもに対する放課後の居場所の確保に向けた対応をします。 

 

■現在の利用状況 

 
平成 24 年度 平成 25 年度 

平成 26 年度 
見込 

実施か所（ヶ所） 7 7 7 

登録児童数    

 1 年生～3年生（人） 172 189 177 

 4 年生～6年生（人） 47 38 42 

■量の見込み及び確保の方策 

町内全体 
量の見込み（人） 

平成27年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成31年度 

量の見込み 

 
1 年生～3年生 191 189 176 166 158 

4 年生～6年生 85 82 81 80 79 

確保の方策      

 
提供体制（ヶ所） 7 7 7 7 7 

利用者数 276 271 257 246 237 

確保の方策－量の見込み 0 0 0 0 0 
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■小学校区別の量の見込み及び確保の方策 

   

  

平成 
27 年度 

平成 
28 年度 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

平成 
31 年度 

低 

学年 

高 

学年 

低 

学年 

高 

学年 

低 

学年 

高 

学年 

低 

学年 

高 

学年 

低 

学年 

高 

学年 

本郷小学校区 16 3 16 3 15 3 14 3 13 3 

確保 

方策 

提供体制（ヶ所） 1 1 1 1 1 

児童数（人） 19 19 18 17 16 

確保の方策－量の見込み 0 0 0 0 0 

本郷北小学校区 31 10 31 10 29 10 27 10 26 10 

確保 

方策 

提供体制（ヶ所） 1 1 1 1 1 

児童数（人） 41 41 39 37 36 

確保の方策－量の見込み 0 0 0 0 0 

上三川小学校区 61 22 61 20 56 20 53 20 51 20 

確保 

方策 

提供体制（ヶ所） 2 2 2 2 2 

児童数（人） 83 81 76 73 71 

確保の方策－量の見込み 0 0 0 0 0 

坂上小学校区 16 7 16 7 15 7 14 7 13 7 

確保 

方策 

提供体制（ヶ所） 1 1 1 1 1 

児童数（人） 23 23 22 21 20 

確保の方策－量の見込み 0 0 0 0 0 

北小学校区 18 9 17 9 16 9 16 9 15 8 

確保 

方策 

提供体制（ヶ所） 1 1 1 1 1 

児童数（人） 27 26 25 25 23 

確保の方策－量の見込み 0 0 0 0 0 

明治小学校区 31 20 31 19 29 18 27 18 26 18 

確保 

方策 

提供体制（ヶ所） 1 1 1 1 1 

児童数（人） 51 50 47 45 44 

確保の方策－量の見込み 0 0 0 0 0 

明治南小学校区 18 14 17 14 16 14 15 13 14 13 

確保 

方策 

提供体制（ヶ所） 1 1 1 1 1 

児童数（人） 32 31 30 28 27 

確保の方策－量の見込み 0 0 0 0 0 
             
※上三川小学校区については、平成 26 年度からしらさぎ幼稚園において卒園児を対象にした

学童保育を実施しています。 
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⑨ 妊婦健康診査   対象：すべての妊婦 

妊婦及び胎児の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対し、①健康状態の把握、②検査計

測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中必要に応じた医学的検査を実施する事業です。 

妊婦の健康管理及び妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病を始めとした妊娠中の異常や、切迫早産

等ハイリスク妊婦の早期発見のため、医療機関等との連携強化を図ります。また、妊娠期間中

を安心して過ごせるよう、妊婦健康診査の受診を促進します。 

■現在の取り組み状況 

 
平成 24 年度 平成 25 年度 

平成 26 年度 
見込 

受診実人数（人） 292  289 300 

延べ受診者数（人） 4,088 4,046 4,200 

■量の見込み及び確保の方策 

  

量の見込み（人） 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

受診者数（人） 250  245  240  230 220 

延べ受診件数（件） 3,500 3,430 3,360 3,220 3,080 

 

 

⑩ 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）   

対象：生後４か月までの乳児のいる全ての家庭 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境

等の把握を行う事業です。 

町内の乳児（生後４か月まで）のいるすべての家庭に対し、保健師等が自宅に訪問し、母子

の心身の状況と養育環境の把握、子育てに関する情報提供、育児についての相談や助言、その

他必要な支援を行っています。 

訪問結果により支援が必要と判断された家庭について、適宜、関係者によるケース会議を行

い、養育支援訪問事業をはじめとした適切なサービスの提供につなげていきます。
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■現在の取り組み状況 

 
平成 24 年度 平成 25 年度 

平成 26 年度 
見込 

訪問乳児数（人） 287  263 260 

■量の見込み及び確保の方策 

  

量の見込み（人） 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

訪問乳児数（人） 256  250  241  231  222  

 

 

⑪ 養育支援訪問事業   対象：養育支援が特に必要な家庭（妊産婦も含む） 

乳児家庭全戸訪問事業等により把握した養育支援が特に必要と認められる児童やその保護者

及び出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦等に対

し、当該居宅において、養育に関する相談、指導、助言その他必要な支援を行う事業です。 

養育のための支援が必要と認められる児童、保護者及び妊婦に対し、保健師、助産師、保育

士等が対象者の自宅を訪問し、事業を行っています。 

利用実績を踏まえ、計画期間においては過去の実績の平均と同等以上の事業量を見込んでい

ます。引き続き、乳児家庭全戸訪問事業などから対象者の把握に努めるとともに、保健師、助

産師、保育士などによる支援体制を維持し、必要な事業量の確保に努めます。 

         ■現在の取り組み状況 

 
平成 24 年度 平成 25 年度 

平成 26 年度 
見込 

訪問延べ人数（人） 267  315 300 

■量の見込み及び確保の方策 

  

量の見込み（人） 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

訪問延べ人数（人） 310  310  320  320  320  
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   ⑫ 要支援・要保護児童等の支援に資する事業 

要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、関係

機関職員やネットワーク構成員（関係機関）の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化

を図る取り組みを実施する事業です。 

代表者会議や案件の進行管理を実施する実務者会議を開催します。また、関係機関等の実務

者を対象に虐待防止に関する研修会や講演会を開催するなど、資質の向上に努め、児童虐待防

止事業を充実させます。 

■現在の取り組み状況 

 
平成 24 年度 平成 25 年度 

平成 26 年度 
見込 

要保護児童等対策地域協
議会の開催回数（回） 

代表者会議 1
回、実務者会
議 3回   

代表者会議 1
回、実務者会
議 3回  

代表者会議 1
回、実務者会
議 3回  

■量の見込み及び確保の方策 

  

量の見込み（回） 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

要保護児童等対策地域協
議会の開催回数 

代表者会議 1
回、実務者会
議 3回  

代表者会議 1
回、実務者会
議 3回   

代表者会議 1
回、実務者会
議 3回   

代表者会議 1
回、実務者会
議 3回  

代表者会議 1
回、実務者会
議 3回  
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２．地域における子育て・子育ちの支援 

 

【現状と課題】 

都市化や核家族化の進行により、近所づきあいが希薄になると同時に、少子化によって子育

て中の親同士の交流や、同世代の子ども同士の交流の機会が少なくなっています。 

このため、子育てや生活全般に関する情報や、相談相手が不足し、子育てをしている母親な

どが育児不安に陥ったり、遊びを通して徐々に培われていく子どもの社会性が育ちにくくなる

ことなどが考えられます。 

そのような中、本町では保育所に通園する前の幼児（乳幼児）とその保護者の居場所づくり

として子育て支援センターの運営、子育て情報の発信、子育て・育児相談の実施など、子育て

の孤立感や不安を軽減するための取り組みを積極的に展開してきました。 

しかし、ニーズ調査の結果は子育てに関する不安感では、就学前児童保護者、小学生保護者と

もに、「非常に不安や負担を感じる」、「何となく不安や負担を感じる」との回答が４割を占めてい

ます。 

このようなことから、今後もすべての子育て家庭が、安心して楽しく子育てができるよう地

域における子育て支援に関する環境づくりが求められ、特に、子育て中の親が気軽に交流でき

る場を提供する必要があります。 

 

【施策の方向性】 

○地域における子育て支援の環境づくりに努めます。 

○子育てしている親が気軽に交流できる場を提供します。 

○保護者の育児負担の軽減のため、子育て支援のサービスを充実します。 
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  【具体的な取り組み】 

事業名 内容 25 年度実績 
今後の 

方針 
担当課 

地域子育て支援セン

ター事業 

すべての子育て家庭を対象に、親子が

交流できる場の提供や子育てに関す

る相談、また、子育てサロン及びサー

クルなどの仲間づくりの支援 

利用者総数： 

6,704 人 
継続 福祉課 

ファミリーサポート

センター事業 

サービスを利用したい人と協力した

い人が会員となり、子どもの送迎や保

育など、地域で総合援助体制を確立す

る事業 

12 件 継続 福祉課 

子育て情報の提供 
子育てに関する町事業の案内や、子育

て支援情報の提供 

・広報誌に掲載 

・ホームページに掲載 

・乳幼児健診にて配布 

継続 福祉課 

子育てサロン事業 

子育て中の親子を対象に、親と子ども

同士の交流活動や体験活動及び育児

相談 

６か所 継続 福祉課 

幼稚園における地域

開放事業 

未就学児と保護者を対象に、友達づく

りや集団遊び体験の場の提供と教育

的な相談 

園庭開放：1 か所 

絵本の読み聞かせ、工作

など  

継続 福祉課 

一時預かり事業 

冠婚葬祭、急な用事等保護者の様々な

状況により、家庭における保育が困難

な場合に、子どもを断続的又は一時的

に預かる保育 

実施か所数：２か所 継続 福祉課 

トワイライトステイ 
保護者等の仕事が夜間になり、子ども

の保育等が困難な場合の一時預かり 
― 継続 福祉課 

病児・病後時保育 

（施設型） 

病気の回復期で、医療機関に入院加療

の必要はないが他の児童との集団生

活が困難な時期に保育所等における

一時的な保育 

― 継続 福祉課 

子ども医療費の助成 
乳児から中学生までの児童に対する、

通院及び入院の医療費助成 
総額:106,919 千円 

継続 

 
福祉課 

児童手当 
中学校修了までの児童を養育してい

る人への手当。 
総額:625,805 千円 継続 福祉課 

保育料の減免 
保育所・幼稚園等に同一世帯から同時

に複数人通園する場合に減免 

第 3 子以降免除:112 人 

同時入所 2 人目半額減

免：100 人    

継続 福祉課 

要保護・準要保護 

児童生徒援助費支給 

経済的理由により就学困難と認めら

れる児童生徒に就学費用の一部を援

助 

要保護児童生徒：16 人  

準要保護児童生徒：76 人 
継続 教育総務課 
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１．親や子どもの健康の確保･増進 

 

【現状と課題】 

少子化や晩婚化に伴う晩産化の傾向が高まる中にあって、すべての母親が、妊娠・出産やそ

の後の育児を安全に、安心して行うためには、それぞれの発達段階や状況における健康診査や

保健指導の充実を図るなど、継続した母性並びに乳幼児の健康の確保を図るための環境の整備

が必要となります。 

また、妊娠や出産は親にとって大きな喜びである反面、描いていた理想の育児、子育てと現

実とのギャップや責任の重さから多くの不安や悩みを抱えます。 

ニーズ調査によると、就学前児童保護者は「母親・子どもの健康に対する安心」を、妊産婦

では「妊娠・出産に対する支援」の要望が高くなっています。 

こうしたことから、出産や子育てに対する不安を軽減するため、妊娠期から継続した子育て

支援や、子育て相談の場の充実が一層求められています。 

また、突発的な病気、不慮の事故などへの不安から、小児医療に対しての保護者の期待は依

然して高いものがあります。ニーズ調査からもその傾向はうかがえ、子どもの成長によっても

高まりを見せています。かかりつけ（小児科）医において、単に疾患の診断や治療だけでなく、

子どもの発育・発達を評価し、育児に関する相談を行うとともに、予防接種による感染症の予

防など、幅広い対応が求められています。 

小児科専門医の減少が懸念される中にあって、小児医療の充実を目指すためには一層の近隣

市町や医師会との緊密な連携を図ることが求められます。 

さらに、保護者に対して、適切に医療機関を受診するための家庭での初期診断知識の普及や

継続的に子どもの発育を観察するかかりつけ医を持つよう推進することが大切です。 

健康に関する安心を確保するためには、妊婦、乳幼児期からの食育の推進が必要です。食は

健康づくりの基本であることから、心身ともに健全で暮らせるよう、食育への関心を高める必

要があります。 
 

【施策の方向性】 

○妊娠期から発達段階に応じた母子保健事業を推進します。 

○きめ細かな対応により、親の育児不安の軽減や育児による孤立化を防止します。 

○母子保健、医療、教育、福祉分野の連携と相談体制の充実を図ります。 

○家庭における病気やけが等への初期対応能力の向上を図ります。    

○乳幼児期から食に関する学習の機会や情報の提供など、食育の推進を図ります。 

基本目標 ２ 安心して産み、育てることができる 
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  【具体的な取り組み】 

事業名 内容 25 年度実績 
今後の 

方針 
担当課 

母子健康手帳の交付 
妊娠届出時に手帳を交付し、育児情報

の提供や母子の健康管理を指導 
255 人 継続 健康課 

妊婦一般健康 

診査（受診券発行） 
健診費用の一部助成 

実数 289 人 

1 人 14 枚 
継続 健康課 

赤ちゃん誕生祝い金 
第 3 子以降の子の誕生に対し、誕生祝

い金を支給 
47 件 継続 福祉課 

妊産婦歯科健康診査 妊産婦の歯周病等の予防啓発 
母子手帳交付時にリーフ

レット配布 
継続 健康課 

新生児訪問指導 

新生児期に母子の健康管理のために

行う、助産師等による訪問指導 

※乳児家庭全戸訪問事業を含む 

263 人 継続 健康課 

プレママ・パパ教室 
妊婦及びその夫に対する仲間づくり

と育児指導等 

12 回 83 人 

（夫 37 人含む） 
継続 健康課 

不妊治療費助成事業 
保険診療適用外の治療費の一部を助

成 
2５件 継続 健康課 

のびのび教室 
発達が気になる子の小集団指導及び

個別相談 

実：23 人  

延：119 人 
継続 健康課 

育児相談 育児に関する個別相談 
年 46 回  

296 人 
継続 健康課 

オープン相談 
育児に関するオープン相談及び、参加

者同士の交流の機会提供 
― 

新規 

（Ｈ26

年 度 か

ら実施） 

健康課 

乳幼児健診  

（４か月児、10 か

月児、１歳６か月児、

3 歳児健診） 

疾病や障がいの早期発見のための集

団健診：問診、計測、医師の診察、栄

養・保健指導、心理相談及び、かかり

つけ医の推進など 

受診率  

４か月児：98.5％ 

10 か月児：97.1％ 

1 歳 6 か月児： 94.2％  

3 歳児：100％ 

継続 健康課 

予防接種  

（個別接種） 

伝染のおそれのある疾患の発生及び

まん延の予防 

接種率 

二種混合:91.3％ 

BCG:85.2％ 

MR:95.3％ 

継続 健康課 

2 歳児歯科健診 

（むし歯予防教室） 
歯科健診とブラッシングの指導 168 人 継続 健康課 

フッ素塗布 フッ素塗布と歯の健康相談 延：930 人 継続 健康課 

歯科検診 
保育所・幼稚園・小中学校において年

１回歯科検診と指導 

すべての保育所・ 

幼稚園・小中学校で実施 
継続 

福祉課 

教育総務課 
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事業名 内容 25 年度実績 
今後の 

方針 
担当課 

小児救急医療 

休日、夜間の医療の確保、小児医療体

制の指導及び夜間休日診療所・救急電

話相談の周知 

小山地区夜間休日急患セ

ンターに委託等 
継続 健康課 

すくすく離乳食教室 
離乳食に関する講話（主に中期・後

期）、調理実習、生活リズム等の指導 
12 回  79 人 継続 健康課 

栄養相談 食事や栄養に関する個別相談 随時 継続 健康課 

学校給食の充実 
学校給食献立の工夫や学校における

食育の推進 

・町学校給食主任研修会２回  

・メニュー検討委員会11回  

・各学校の授業・総合学

習時に栄養教諭等の訪

問指導 20 回 

・各学校の給食時栄養教

諭等の訪問指導等  

継続 教育総務課 

親子の料理教室 食事に関する講話と調理実習 
１回  

71 人  
継続 健康課 

保育所・幼稚園での

食育講話 

管理栄養士、保健師、食生活改善推進

員による食育についての講話 
未実施 継続 健康課 
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２．児童虐待防止対策の充実 

 

【現状と課題】 

児童虐待が生じる背景には、保護者の育児に対する不安や負担感、保護者自身の日常生活におけ

るストレス、地域における家庭の孤立化からくる子育て機能の低下などが複雑に関与しています。 

本町では、子どもの虐待を防止し、健全な心身の成長を育むため、児童虐待の予防から早期

発見・早期対応など総合的な支援を図れるよう地域の関係機関や団体の代表者などで構成する

要保護児童対策地域協議会を中心に関係機関等との連携により、地域全体が一体となって、児

童虐待の防止に努めています。 

親子を地域から孤立させないよう、地域の見守りに加え、交流や相談できる場の充実が一層

求められています。 

 

【施策の方向性】 

○要保護児童対策地域協議会を活用し、関係機関と連携した児童虐待の予防・早期発見に努めます。 

○地域の見守りによる予防や早期発見についても積極的に働きかけていきます。 

○養育支援の必要な子ども、保護者、妊産婦についても、各機関の機能に応じた役割分担と連

携により、有効な支援策を積極的に図っていきます。    

○乳児家庭全戸訪問事業及び乳幼児健診等の母子保健事業を通して、虐待等の早期発見・未然

防止に努めます。 

 

  【具体的な取り組み】 

事業名 内容 25 年度実績 
今後の 

方針 
担当課 

児童相談 
18 歳未満の児童及び家族・関係者か

らの相談への対応と、継続的な指導 

新規受付件数：23 件  

総支援件数：63 件 
継続 福祉課 

乳児家庭全戸訪問 

事業 

（こんにちは赤ちゃん

訪問事業） 

生後４か月までの乳児のいる全ての

家庭を保健師等が訪問し、養育者の不

安や悩みの解消と、育児の情報提供※

新生児訪問事業を含む 

263 人 

 
継続 健康課 

養育支援家庭訪問 

事業 

養育力が低下している家庭に対する育

児相談及び家事援助などの訪問支援 

対象者：15 世帯 

延回数：180 回 
継続 福祉課 

上三川町要保護児童

対策地域協議会 

虐待等の要保護児童に関し関係者間

で情報交換し支援内容を協議 

代表者会議（１回） 

実務者会議（３回） 
継続 福祉課 

関係機関との連携 
養育力が低い家庭の支援と、虐待の早

期発見と早期対応の強化 
個別検討会議：23 回 継続 福祉課 

虐待防止の住民への

啓発 

虐待の未然防止と早期発見のため、住

民への周知 

広報及びホームページに

掲載  

福祉まつりに虐待予防の

啓発活動 

継続 福祉課 
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３．ひとり親家庭等の自立支援の推進 

 

【現状と課題】 

近年、本町においても 18 歳未満の子どもを持つひとり親家庭は増加の傾向にあります。 

特に、母子家庭では、母親自らが生計を担うと同時に子どもを扶養しなければなりません。

また、養育費も得られにくい状況であり、経済的、精神的に不安定な状況に置かれています。 

そのため、本町では、母子家庭に対して児童扶養手当の支給やひとり親家庭の医療費の助成

など経済的な負担の軽減に努めてきました。 

しかし、子育て家庭においては、配偶者やパートナーが不安や悩みについて一番の相談相手

となっていることを踏まえると、ひとりで子育てに奮闘している家庭においては孤立化してい

ることが考えられます。 

このような状況から、今後ともひとり親家庭の社会的・経済的自立を総合的に支援する必要

があります。 

 

【施策の方向性】 

○自立に向けた支援や相談体制の充実を図ります。 

○親子の暮らしの安定を支援するため、経済的な援助制度の普及に努めます。    

 

  【具体的な取り組み】 

事業名 内容 25 年度実績 
今後の 

方針 
担当課 

保育所等 
母子家庭の優先的利用を図り、保護者

の就業や求職活動を支援 
随時対応   継続 福祉課 

自立支援・就業相談

事業の周知 

母子自立支援員や母子家庭等就業支

援センターの活動内容等の情報提供 

児童扶養手当の現況届時

等に実施 
継続 福祉課 

遺児手当 
15 歳以下の児童を監護、養育する母

子・父子家庭への手当 
支給世帯：11 件(15 人) 継続 福祉課 

児童扶養手当 
18 歳以下の児童を監護、養育する母

子・父子家庭への手当 

支給対象世帯 180 世帯  

（支給停止世帯39世帯）  
継続 福祉課 

ひとり親家庭への医

療費助成 

ひとり親家庭等において18歳以下の

子どもを扶養している場合に助成 

支給対象世帯 232 世帯  

（584 人） 
継続 福祉課 

母子福祉資金貸付金 母子家庭への貸付 
随時相談を実施 

25 年度実績なし 
継続 福祉課 

準要保護児童生徒援

助費支給 

経済的理由により就学困難と認められ

る児童生徒の就学費用の一部を援助 

準要保護児童生徒 

76 人 
継続 教育総務課 



第４章 施策の展開 

                                                 

 - 78 - 

 

４．障がい児施策の充実 

 

【現状と課題】 

心身に障がいを持つ子どもを健全に育み、身近な地域で安心した生活を送れるようにするた

めには、乳幼児期からの一人ひとりの多様なニーズに応じた一貫した相談支援が求められてい

ます。特に、発達の遅れがある子どもについては、持てる能力が十分に発揮できるような環境

を整備し、自立への支援をしていくことが重要です。 

また、障がいを持つ子どもの保護者や家族の抱える経済面や精神面などの様々な負担を軽減

するためのサービスを充実することも障がい児を支える上で重要です。 

そのような中、本町では「上三川町第４期障がい福祉計画」に基づき、乳幼児健康診査や保

健指導などでの障がいの早期発見から、障害児通所支援事業での早期療育支援に努めるととも

に、非常勤講師を配した小中学校における個々に応じた教育的支援など障がい児施策を展開し

ています。 

障がいのあるすべての子どもたちが能力を伸ばし、将来の可能性を広げられるよう、成長のあ

らゆる段階で、それぞれの障がいの程度に応じた適切な支援体制づくりが必要とされています。 

 

【施策の方向性】 

○社会参加と自立を促進するため、発達段階や障がいの程度に応じた療育・教育環境を確保します。 

○関係機関との連携により早期発見、早期療育に取り組みます。 

○障がい児を持つ保護者や家庭の負担の軽減を図ります。    

○乳幼児期からの一貫した支援体制の構築を図ります。 

 

  【具体的な取り組み】 

事業名 内容 25 年度実績 
今後の 

方針 
担当課 

乳幼児健診（４か月

児、10 か月児、１

歳６か月児、3 歳児

健診）（再掲） 

疾病や障がいの早期発見のための集

団健診：問診、計測、医師の診察、栄

養・保健指導、心理相談及び、かかり

つけ医の推進など。 

受診率  

４か月児：98.5％ 

10 か月児：97.1％ 

1 歳 6 か月児： 94.2％  

3 歳児：100％ 

継続 健康課 

５歳児発達相談 
軽度発達障がい児の早期発見、集団保

育の場での行動観察等 

８施設  

299 人 
継続 健康課 

５歳児発達相談事後

相談（心理・言語・

グループ） 

５歳児発達相談で発達障がい等が疑

われた児に対する、心理及び言語の個

別療育相談及びグループ相談 

心理相談：6 回、18 人 

言語相談：5 回、17 人 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ相談：2 回、27 人  

継続 健康課 

すこやか相談（乳幼

児健診事後指導） 

幼児健診や訪問等で発達上の問題が

疑われる児の個別指導 
18 件 継続 健康課 
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事業名 内容 25 年度実績 
今後の 

方針 
担当課 

いちご教室 
年長児を対象にした発達が気になる

児への小集団指導 

10 回 

実：８人 

延：64 人 

継続 健康課 

就学教育相談 

小学校入学前に不安や課題等がある

児童に対して、事前に町教育研究所の

相談員（教員）が、教育相談や検査等

を行う 

42 件 継続 教育総務課 

障がい児保育事業 
発達障がい者を含めた、軽度障がい児

の保育 

入所児童数：7 人 

実施か所数：6 か所 
継続 福祉課 

放課後児童クラブへ

の障がい児受入 

障がい児担当の指導員を配置し受け

入れ 

入所児童数：1 人  

実施か所数：1 か所 
継続 福祉課 

障害児通所支援事業 

障がい児が施設に通い、日常生活の基

本動作や集団生活への適応訓練を行

うこと 

サービス支給決定者数 

47 人 
継続 福祉課 

障がい児学童保育事業 障がい児の日中一時預かり 支給決定者数：25 人 継続 福祉課 

学級運営改善事業 

発達障がい等で学習面・生活面におい

て、特別な教育的支援を必要とする児

童生徒の個々に合わせた小集団指導

又は個別指導を行う 

町非常勤講師・指導助手  

小学校：13 人  

中学校：5 人 

継続 教育総務課 

教育支援委員会 

障がいがあるために、特別な教育的支

援を必要とする幼児・児童生徒に対し、

学校長や専門家が、就学相談や就学後

の教育的支援について助言を行う 

就学予定児：12 人 

在学児：10 人 
継続 教育総務課 

特別支援教育 
障がいのある児童生徒に対して、一人

ひとりのニーズに応じた指導及び支援 

小学校 2 校：５学級 

中学校 1 校：2 学級 
継続 教育総務課 

教育支援サポート 

発達と成長を記録し、ライフステージ

に応じた適切な支援が受けられるよ

う、幼児期、学齢期を通して行った支

援のバトンを引き継ぐ 

 新規 

健康課 

福祉課 

教育総務課 
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１．次代を担う人づくり 

 

【現状と課題】 

基礎学力の向上や体力づくりはもちろんのこと、心豊かな個性の育成や道徳教育などにより、

他人を思いやり、命の大切さを学べる経験が必要となります。 

本町は、豊かな個性の育成、道徳教育などに力を入れ、各種体験学習の充実を推進してきま

した。 

今後も、児童生徒の個性や能力を伸ばすとともに、自ら学ぼうとする意欲や自ら判断し行動

する力を育む「生きる力」の教育や、他人を思いやり、命の大切さに気付く「心の教育」など

を学ぶために、より一層の体験学習を充実させる必要性があります。 

特に、次代の親の育成として、思春期における心身の健康教育や、子どもを生み育てること

の意義、生命の大切さを学び体験する機会の拡充が求められます。 

 

【施策の方向性】 

○子どもの豊かな人間性や社会性を育むため、体験する機会を充実します。 

○乳幼児とのふれあい体験などにより、子どもを生み育てること、命の大切さを学ぶ機会の充

実を図ります。   

○思春期における、心と身体の健康づくりや相談体制の充実を図ります。 

基本目標 ３ 子どもたちが健やかに育つ 
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  【具体的な取り組み】 

事業名 内容 25 年度実績 
今後の 

方針 
担当課 

サマースクール保健

学習（赤ちゃんふれ

あい体験） 

中高生と赤ちゃん・ママとの交流、ふ

れあい体験 

中・高生 21 人 

母子 15 組 

妊婦 1 人 

継続 健康課 

小中学生のための 

保健学習 

学校保健との連携による、性と生き方

の考え方や正しい知識等についての

集団指導、相談機関の紹介 

小学校 7 校 20 回 

中学校２校  2 回 
継続 健康課 

思春期電話相談 
思春期の児を対象にした、各種電話相

談 
随時実施 継続 健康課 

放課後子ども教室 
放課後や週末等に子どもたちの安

全・安心な活動拠点となる居場所 

5 か所設置  

多功：269 人  

明治：9,839 人  

本北：5,867 人  

坂上：467 人    

本郷：2,048 人 

継続 生涯学習課 

交流事業 
高齢者や障がい者に対する理解や思

いやりの心を育てるための交流 

各学校が福祉教育や特色あ

る学校づくりの中で展開 
継続 教育総務課 

ボランティア 

体験学習 

中学生がイベント等の手伝いなどを

通して福祉の理解や意欲を育てるた

めのボランティア体験 

明中：学校内トイレ清掃、

吹奏楽部による各種イベ

ント時の演奏等  

本中：磯川の清掃  

上中：クリーン作戦によ

る地域清掃 

継続 教育総務課 

世代間交流 
保育所・小中学校等と老人クラブ等と

の交流 

各学校が福祉教育や特色あ

る学校づくりの中で展開 
継続 教育総務課 
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２．生きる力を育む教育力の向上 

 

【現状と課題】 

時代の変化とともにさまざまな教育改革が行われ、子どもの健全な成長を支援するための取

り組みが続けられてきました。しかし、社会やライフスタイルの変容を背景に、いじめや不登

校などが社会問題化してきており、改めて家庭や地域での子どもとの関わり方が問い直されて

います。 

こうした中、教育現場においては、子どもの一人ひとりの個性と能力を伸ばし、豊かな人間

性を培う教育を実現することが望まれています。 

本町では、幼児教育の場において、基本的生活習慣の獲得とともに、遊びを通しての体験学

習を重視しています。子どもが自分で見たり、考えたり、工夫したりする習慣を身につけ、豊

かな感性を磨き育てることを目標とした教育に取り組んでいます。 

また、小・中学校では、生きる力を育むために確かな基礎学力の定着、基本的生活習慣の指導、

体力づくりの推進に努めています。健康づくりの分野においては、健康に関する意識を高めるた

め、各種啓発事業に取り組んでいます。 

さらに、子どもに安全で豊かな学校環境を提供するため、学校施設の整備を計画的に進めて

います。 

 

【施策の方向性】 

○幼児教育では、基本的生活習慣の育成、戸外遊びによる健康な体づくりの推進、体験学習を

中心とした教育の充実を図ります。 

○子どもの一人ひとりに応じたきめ細やかな指導を推進します。 

○子どもの思考力・判断力・表現力など確かな学力の育成に努めます。 

○子どもの学習に取り組む意欲を育みます。 

○いじめや不登校などに対する相談体制の充実を図ります   
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  【具体的な取り組み】 

 

 

 

事業名 内容 25 年度実績 
今後の 

方針 
担当課 

幼稚園、保育所と 

小学校との連携 

町内の小学校及び幼稚園・保育所の連

携を密にすることにより、不登校や問

題行動等などのいわゆる「小１プロブ

レム」を解消 

町幼保小研修参加者：31人  

幼保小相互職場体験：1回  
継続 

福祉課 

教育総務課 

地域福祉センター

事業の充実 

健全な遊び場を提供して情操豊かな

児童を育成 

延べ利用者数 

本郷地域福祉センター 

4,748 人 

北地域福祉センター 

2,251 人 

継続 福祉課 

図書館活動の充実 

児童書購入、ボランティアによる本の

読み聞かせ会及び子ども参加のイベ

ント等を実施 

お話会：816 人  

読み聞かせ：1,295 人  

工作会：477 人 

ブックスタート：561 人  

継続 生涯学習課 

学校図書館活動の 

充実 

図書の充実を図るとともに心豊かで

たくましく生きる児童生徒を育成 

新規図書の購入、巡回司

書の配置、かみのかわ学

校図書ネットワークの積

極的な展開  

継続 教育総務課 

道徳教育推進事業 
家庭や地域社会が学校と一体となっ

た心の教育 

各学校が指導や特色ある

学校づくりの中で展開 
継続 教育総務課 

学校保健・安全 
学校保健・安全計画を作成して、学校

保健、学校の安全管理を推進 

全校で学校保健・安全計

画を作成済 
継続 教育総務課 

スポーツ活動の 

推進 

土曜、日曜、長期休み時の対応策とし

て年齢、体力に応じたスポーツ活動を

推進 

6 月～9 月の毎週土曜日

(8 月を除く)計 12 回 

ﾆｭｰｽﾎﾟｰﾂ教室 

明治小学校：85 人 

継続 生涯学習課 

スポーツ施設の 

充実 

子ども向けの種目を中心に年齢や体

力に応じた施設設備を整備 

・体育ｾﾝﾀｰ吊下ﾊﾞｽｹｯﾄ装

置改修工事 

・体育ｾﾝﾀｰ防球ﾈｯﾄ改修工事 

・防犯灯照明器具取付工事 

・体育ｾﾝﾀｰﾊﾞｽｹｯﾄｺｰﾄﾗｲﾝ

改修工事 

継続 生涯学習課 

スポーツ少年団 

活動の支援 

子どもたちの体力向上とスポーツを

通じて社会的ルールを学ぶために実

施しているスポーツ少年団活動を積

極的に支援 

・体力テストの実施：55名 

・野外研修の実施：59 名 

・町内のごみ拾い清掃：60名 

継続 生涯学習課 

芸術文化活動の 

振興 

音楽や演劇活動など、子どもたちの芸

術文化活動の振興 

・巡回公演：２件 

・文化体験子ども教室：5件 
継続 生涯学習課 

子ども会の活性化 

（公民館） 
子ども会の活性化のための支援 

子ども会リーダー研修:45人 

スキルアップ講座:37 人 
継続 生涯学習課 



第４章 施策の展開 

                                                 

 - 84 - 

 

 
事業名 内容 25 年度実績 

今後の 

方針 
担当課 

キッズひろば 

（公民館） 

子どもたちの学校外活動として、体験

学習の場を提供し、子どもたちの健全

育成を図る 

参加者:273 人 継続 生涯学習課 

学校評議員会の 

運用 

学校運営に関して保護者や地域住民

の意見を求め、地域や社会に開かれた

学校づくりを一層推進し、学校が家庭

や地域と連携協力して特色ある教育

活動を展開するため、全小中学校に学

校評議員会を設置 

設置：10 校 

委員会の実施：延べ 15

校 

継続 教育総務課 

ＩＴメディア情報 

の取扱い 

・県と連携した携帯電話をもたない運

動の展開 

・町情報教育主任研修会の実施によ

る、情報教育及び情報モラル教育の

普及拡大 

・栃木県の生徒指導未然防止プログラ

ムの導入による情報モラルの専門

的な研修の導入 

町情報教育研修会１回 

児童生徒指導研修で情報

モラルを取り上げて１回

実施 

継続 教育総務課 

生活習慣病予防の

教育 

小児生活習慣病予防のための健康教

育 
２回 50 人 継続 

健康課 

教育総務課 

禁煙教育 
思春期の禁煙に対する正しい知識の

普及及び将来への健康意識の育成 
小学校 3 校 3 回 継続 健康課 

薬物乱用防止教育 喫煙、飲酒、薬物乱用についての教育 
小学校７校・中学校 3 校

で実施 
継続 教育総務課 

スクールカウンセ

ラーの配置 

スクールカウンセラーを配置し、不登

校や子育て相談など幅広い相談への

対応 

配置：県 SC・３ 

町 SC・２ 

（全校を巡回） 

継続 教育総務課 

生徒指導推進協力

員の配置 

早めの相談体制を整えることによる、

問題行動の未然防止 
明治小学校に 1 名配置 継続 教育総務課 

スクールサポータ

ーの設置 

スクールサポーターが各学校を巡回

し、学校内の児童生徒の問題行動への

対応や指導等の支援を行う 

1 人任用 

1０校巡回 
継続 教育総務課 

町適応指導教室「オ

アシス」での相談 

不登校児童生徒を中心とする適応指

導教室「オアシス」では、通級の生徒

や不登校児童生徒の保護者を中心に

して、相談を定期的に実施 

通級人数：７人 継続 教育総務課 

こころの相談 
こころの悩みや精神疾患などについ

て、本人及び家族からの相談 
随時対応 継続 健康課 
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３．家庭や地域の教育力の向上 

 

【現状と課題】 

子育ての基本は家庭にあります。子どもたちが自立心に富み、自らの行動に責任をもって社

会生活を送るためには、家庭での教育が果たす役割は重要です。 

しかし、子育て家庭を取り巻く環境は、核家族化、近所付き合いの希薄化が進む中で、具体

的な育児方法の伝達や子育ての悩みが共有されにくい状況となっています。 

こうしたことから、家庭における教育力を高めるとともに、周囲のつながりや協力を得なが

ら子どもの成長を支援する地域の教育力の向上が求められています。 

本町では、福祉、保健、教育などさまざまな分野の関係機関が講座や事業を通じて、家庭に

おける教育の必要性、重要性について、理解を深めるための学習の機会を提供しています。 

今後も、子育ての基本は家庭にあることを十分踏まえ、子どもの発達段階に応じた家庭教育

に関する学習会や情報提供を行い、家庭における教育力と地域の教育力の向上を図る必要があ

ります。 

 

【施策の方向性】 

○子どもの発達段階に応じた家庭教育に関する学習や情報提供に努めます。 

○地域の教育力の向上を図るため、学校と地域の交流拡大、地域の人材の発掘と活用に努めます。 

○青少年の健全育成と非行防止を図るため、家庭・地域・学校・関係機関と連携し、有害環境

対策に努めます。 

 



第４章 施策の展開 

                                                 

 - 86 - 

 

  【具体的な取り組み】 

事業名 内容 25 年度実績 
今後の 

方針 
担当課 

家庭教育学級 

〔学校と連携：出前

講座〕 （公民館） 

・各学校の要望により、家庭教育学級

の出前講座として学校で実施  

・要望内容により学校と協議の上、公

民館で講師を依頼し、学校へ派遣 

子育て講座 

(就学時)：43 人 

小中学生保健学習： 

925 人           

地域出前講座：430 人 

継続 生涯学習課 

家庭教育学級 

（公民館） 

子どもをもつ保護者を対象に、子育て

について必要な知識や情報を提供す

るために家庭教育学級を実施 

はっぴぃＭａＭａ講座：

122 人 

子育て講座：132 人 

継続 生涯学習課 

家庭教育オピニオン

リーダーの活動支援 

（公民館） 

地域での家庭教育支援者の養成を目

指した、栃木県主催「家庭教育オピニ

オンリーダー養成講座」修了者が、子

育て支援グループとして、自主的活動

ができるように支援 

おしゃべりサロン 

169 人 
継続 生涯学習課 

有害環境対策 有害情報についての教育 
県からの情報を学校へ 

伝達  
継続 教育総務課 

立入調査強化事業 
青少年の非行問題に取り組む月間に

あわせ事業所等に立入り調査 
2 回実施 継続 生涯学習課 

人権教育 家庭、学校における人権教育の推進 

・町研究会による人権 

教育 主任研修会 3 回  

・人権教育研修会 1 回  

・人権教育授業実践 

研修会 2 回  

・町教委人権啓発チラシ

「明日をになう子のた

めに」2 回発行  

・町人権教育実践集録の 

発行  

継続 
教育総務課 

生涯学習課 
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１．仕事と子育ての両立を支援する環境の整備 

 

【現状と課題】 

少子化の進行が著しく、あわせて子育てに対する負担感が増す中においては、これまで仕事優先で

あった働き方を見直し、男女がともにバランスよく健全な家庭生活を築いていくことが重要です。 

男女共同参画社会の構築に向けての自治体の取り組みや、企業における仕事と生活の調和（ワ

ーク・ライフ・バランス）の実現に向けた制度の導入など、時代の流れの中でさまざまな対応

がなされてきています。しかし、社会の中で男女それぞれが果たしてきた役割に対する意識や、

社会経済が低迷する中での雇用する側、雇用される側における意識を変えることは一朝一夕に

は進まないのが現状です。 

小学生保護者や妊産婦のニーズ調査では「残業時間の短縮や休暇の取得促進など、企業に対して職

場環境の改善を働きかけて欲しい」など、企業に対して職場環境の改善を働きかけて欲しいといった

仕事と子育ての両立支援に対する声も大きくなりつつあるため、経営者のワーク・ライフ・バランス

への認識を高めながら、子育て家庭が制度を活用しやすい職場環境づくりの支援が必要です。 

また、今後も女性が結婚や出産、子育てに夢と希望を感じられるようにするためには、家庭・

地域・職場などあらゆる場面で男女がともに参加する子育ての推進が必要となっています。 

 

【施策の方向性】 

○子育てと仕事が両立できるような職場環境づくりを促進します。 

○出産、子育てのために退職した女性の再就職の支援に努めます。 

○各種セミナーの開催、啓発資料の配布、子育てについて男女で学ぶ機会の提供により、男女

が家庭における責任を共に担うことの意識を促します。 

○父親も子育て、家事に参加しやすい環境づくりに努めます。 

  

基本目標 ４ 子育てを温かく支え、見守る 
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 【具体的な取り組み】 

事業名 内容 25 年度実績 
今後の 

方針 
担当課 

企業への意識啓発 

(育児・介護休業制度

の周知) 

事業所内保育所の整備や男性の育児

休暇等の取得の容認や推進、子育て期

間中の短期勤務など、子育てをしやす

い職場環境の整備についての啓発 

労務福祉協議会にて研修

会の実施及び啓発パンフ

レットの配布 

継続 産業振興課 

労働者への意識啓発 

(育児・介護休業制度

の周知) 

育児休暇や看護休暇などの取得を促

す呼びかけや広報活動を行うととも

に、関係団体等が行う男性が子育てに

関わる必要性を伝える講演会等へ参

加の呼びかけ 

国や県からのパンフレッ

トを配布 
継続 産業振興課 

父子手帳の交付 
父親になる男性の、妊婦への理解及び

積極的な育児参加を促す 

妊娠届け出時に母子手帳

と併せて交付（県発行）。 
継続 健康課 

企業における 

両立支援 

企業に向け「仕事と子育ての両立支援

をいかに行うべきか」についての呼び

かけや啓発活動 

国や県からのパンフレッ

トを配布 
継続 産業振興課 

保育サービス等の 

充実 

延長保育、休日保育、学童クラブ、放

課後子ども教室等の充実 
 継続 

福祉課 

生涯学習課 
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２．子どもの安全の確保 

 

【現状と課題】 

防犯対策については、「自分のまちは自分で守る」という意識の高揚を図るとともに、防犯灯

などの防犯設備のより一層の充実を図ることで、子どもを犯罪などの被害から守り、安全で住

み良い地域環境を確保していく必要があります。 

現在、本町では、警察や自治会、関係団体による公的または自主的な防犯パトロールなどの

実施、防犯灯などの防犯設備の整備を進めています。 

今後も地域防犯活動において、事件、事故、不審者に関する情報、緊急時の対処法など情報

の伝達が重要となります。 

そのため、保育所、幼稚園、学校、警察、自治会、自主防犯組織、各家庭などが連携し、必

要な情報が隅々まで行き渡る体制を作り上げることが不可欠です。加えて、子どもを対象とし

た防犯講習の開催を通じて、防犯意識のさらなる醸成を図るとともに、地域での声かけなど自

主防犯対策の啓発と日々の実践もより必要です。 

 

【施策の方向性】 

○自治会、地域住民、行政、その他関係機関や関係団体などが連携して、地域ぐるみの防犯体

制を構築します。 

○不審者情報など、いち早く関係機関に周知する必要があるものについては、情報の迅速性を

高めます。 

○防犯灯の適正な管理・設置により、犯罪や交通事故を未然に防止します。 

 

  【具体的な取り組み】 

事業名 内容 25 年度実績 
今後の 

方針 
担当課 

防犯灯の設置 
町内各自治会より要望のあった箇所に

ついて通学路を優先に防犯灯を設置 
24 基 継続 総務課 

交通安全教室 

全小学校で町交通指導員や警察官によ

り、交通ルールや横断歩道の渡り方等

を教育 

全小学校 継続 総務課 

チャイルドシート 

購入費補助 

乳児のために、チャイルドシートを購

入した保護者に購入費の一部を補助 
118 件 継続 福祉課 

災害時要援護者等 

対策 

災害時における乳児・幼児、障がい児、

児童生徒等の安全避難を確保 

明小学校防災訓練 

373 人 
継続 

総務課 

福祉課 

教育総務課 
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事業名 内容 25 年度実績 
今後の 

方針 
担当課 

防犯講習会・防犯 

パトロール 

・放課後児童クラブや保育所、学校等

で警察署の協力を得て実施。  

・各自治会等で警察署の協力を得て実施。 

・児童の下校時に合わせ、防犯パトロ

ール車による巡回を実施 

しらさぎ自治会  

石田地区  

峰町自治会 

町内全域 

継続 

福祉課 

教育総務課 

総務課 

こども 110 番の家 

児童生徒が不審者により「つきまと

い」や「声かけ」、暴力、わいせつ行

為等の被害にあいそうになった又は

あったときに、逃げ込むことができる

場所としてこども 110 番の家を設置 

こども 110 番の家： 

382 軒 
継続 教育総務課 

防犯機器の貸与 

・学校内や周辺地域（通学路など）を

見回りするスクールガードに対し、

必要とする防犯機器を貸与  

・小学校新入児童全員に防犯ブザーを

貸与 

防犯ブザー貸与：348 個 

スクールガード：109 人 
継続 教育総務課 

校内の危機管理体制

の整備 

安全安心な学校づくりのため危機管理

マニュアルを整備するとともに、スク

ールガードをはじめとした地域社会、

保護者、警察等との連携により、通学

路における児童生徒の安全を確保 

スクールガード・リーダ

ー：３人  

スクールガード：109 人 

継続 教育総務課 
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３．子育てを支援する生活環境の整備 

 

【現状と課題】 

道路や公園、交通機関、公共的施設など、子どもや子ども連れの家族、障がいのある子ども

たちをはじめ、だれもが安心して、快適に外出できる環境づくりが求められています。 

就学前児童保護者、小学生保護者、妊産婦のニーズ調査では、「子連れでも出かけやすく楽し

める場所を増やして欲しい」といった要望も上がっています。 

少子化の時代にあって、都市施設の整備をはじめ、まちづくり全般において子どもの視点、

子育て家庭の視点での取り組みがされ、さらには、町全体が子育てを応援する気風の醸成が求

められています。 

 

【施策の方向性】 

○子どもや子ども連れにやさしい道路の整備に努めます。 

○子どもや子ども連れにも安心して利用できる公共交通機関の充実に努めます。 

 

  【具体的な取り組み】 

事業名 内容 25 年度実績 
今後の 

方針 
担当課 

バリアフリー化され

た歩道の整備 

・街路整備事業における歩道形式につ

いて、すべての人にとって使いやす

いセミフラット形式を採用  

・街路整備事業における歩道舗装につ

いて、水溜りを防止し、滑りにくい

透水性舗装により整備 

・1-08（都市計画道路

3・4・5石橋駅東通り ）

セミフラット形式によ

り整備   

・平成 26 年 4 月に整備

完了区間（Ｌ＝180ｍ）

の供用を開始 

継続 都市建設課 

子育てにやさしい 

公共施設の整備 

公園内トイレの整備において、子育て

世代に配慮した設備 
 継続 都市建設課 

道路改良事業 
通学路上の歩車道の路面表示による

区分により、安全を確保 

薄層カラー舗装 

280.4 ㎡ 
継続 都市建設課 
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第５章 計画の推進に向けて 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）認定こども園の普及についての基本的な考え方 

新制度では、保護者の就労状況等にかかわらず、教育・保育を一体的に受けることが可能な施設とし

て認定こども園の普及を進めています。幼稚園と保育所の機能や特徴を併せ持ち、地域の子育て支援も

行う総合的な子育て支援として、国では認定こども園の認可・認定手続きの簡素化などにより、新たな

設置や移行をしやすくするなど、普及のための施策をうちだしています。 

こうした動向を踏まえ、本町においては、既存施設からの移行については、職員配置や施設・設備要

件に関する課題も想定されることから、事業者の意向や施設の状況などを十分に踏まえながら、認定こ

ども園への移行を進めていきます。 

 

（２）施設、事業者等との連携方策 

 ①教育・保育施設及び地域型保育事業者との連携 

幼稚園、保育所、認定こども園は、子ども・子育て支援の中核的な役割を担う教育・保育施設であり、

小規模保育施設等の地域型保育事業は、保育ニーズが高まっている3歳未満児の保育を、地域に根ざし

た身近な場で提供する役割を担う施設です。 

地域型保育事業を利用した３歳未満の子どもが幼稚園、保育所、認定こども園で継続して適切に質の

高い教育・保育を利用できるよう、教育・保育施設と地域型保育事業者の十分な情報共有と連携支援の

充実を図ります。        

 

 ②幼稚園、保育所、小学校の連携 

乳幼児期における子どもの健やかな育ちや、教育・保育の連続性を確保するためには、小学校と幼稚

園・保育所・認定こども園が、ともに子どもの発達を長期的な視点で捉え、互いの教育内容や指導方法

の違いや共通点について理解を深め、共有することが大切です。 

幼稚園や保育所、認定こども園での生活が、小学校以降の生活や学習基盤の育成につながることに配

慮し、乳幼児期にふさわしい生活を通して、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものとなります。 

幼児期と学童期における子どもの育ちの連続性を確保するため、幼稚園や保育所、認定こども園と小

学校の児童との交流や、職員との意見交換や合同研究の機会を設けるなど、連携を通じた小学校への円

滑な接続の支援に取り組んでいきます。 

１．学校教育・保育の一体的提供と体制の確保 
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計画をより具体的なものとするため、また、計画の実施がその目的に照らして効果的であるかどうか

等を検証するために、実施状況等の点検が不可欠となります。 

計画の進行管理は、福祉課が中心となり、計画の進捗状況の把握・点検と目標達成状況の評価を行い、

取り組みの改善につなげていきます。計画に基づく子育て施策の推進にあたっては、様々な社会状況な

どを踏まえながら、「ＰＬＡＮ（計画）→ＤＯ（実行）→ＣＨＥＣＫ（評価）→ＡＣＴＩＯＮ（改善）」

を行うことにより目標の実現をめざしていきます。 

評価については、事業の実績や指標などを用いて評価を実施し、必要に応じて計画の見直しを行いま

す。その後、計画期間の最終年度において、総括的な最終評価を行います。 

２．計画の進捗・評価 
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資料編 
 

 
 

月  日 会 議 名 等 内  容 

平成２５年１０月 
子ども・子育て支援事業計画策

定に係るニーズ調査素案の作成 
・未就学児用、小学生用、妊産婦用 

平成２５年１１月 
子ども・子育て支援事業計画策

定に係るニーズ調査の実施 

・未就学児(在園児・在宅児) 

・小学生(１～４年生)、妊産婦 

平成２５年１２月１７日 
上三川町子ども・子育て会議条

例制定 
 

平成２５年１２月～２月 
子ども・子育て支援事業計画策

定に係るニーズ調査集計・分析 
 

平成２６年２月２８日 第１回子ども・子育て会議 ･ニーズ調査の集計結果について 

平成２６年３月 
子ども・子育て支援に関するア

ンケート調査報告書完了 
 

平成２６年８月６日 第２回子ども・子育て会議 ･計画骨子(案)の検討 

平成２６年１２月１２日 第３回子ども・子育て会議 ･計画(案)の検討 

平成２７年１月１４日～ 

平成２７年２月１２日 

「子ども・子育て支援事業計画」

素案に関するパブリックコメン

トの実施 

・町ホームページ掲載、窓口閲覧 

平成２７年３月２日 第４回子ども・子育て会議 ･計画(最終案)の確認 

平成２７年３月 
「子ども・子育て支援事業計画」

決定 
 

１．計画策定の経過  
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 ○上三川町子ども・子育て会議条例 

平成２５年１２月１７日 

条例第４０号 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）第７７条第１項の

規定に基づき、上三川町子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 子ども・子育て会議は、法第７７条第１項各号に掲げる事務を処理するものとする。 

（組織） 

第３条 子ども・子育て会議は、委員２０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、子ども・子育て支援に携わる関係機関その他の団体を代表する者のうちから町長が委嘱

する。 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 子ども・子育て会議に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

（会議） 

第６条 子ども・子育て会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会議の議長となる。 

２ 前項の規定にかかわらず、委員の委嘱後最初に招集するとき、又は会長及び副会長が欠けたとき

の会議は、町長が招集する。 

３ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

２．上三川町子ども・子育て会議条例 
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（意見の聴取） 

第７条 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に会議への出席を求めて意見若しくは説

明を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第８条 子ども・子育て会議の庶務は、主管課において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日以後、最初に委嘱する委員の任期は、第４条の規定にかかわらず、平成２７

年３月３１日までとする。 

（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３５年上三川町条例第６

号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 
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No 氏  名 所   属 備    考 

1 上村 康幸 町議会議員 厚生常任副委員長 

2 古谷 有子 町民生児童委員 子育て支援部会長 

3 北條 幸子 町主任児童委員 主任児童委員 

4 石戸 照子 町教育委員 教育委員 

5 小松 俊雄 小学校校長会 本郷小学校校長 

6 柳沢 邦夫 小学校校長会 北小学校校長 

7 木村 尚史 しらさぎ幼稚園 しらさぎ幼稚園園長 

8 古本 文昭 やしお幼稚園 やしお幼稚園園長 

9 加藤 馨代美 あけぼし保育園 あけぼし保育園園長 

10 猪瀬 英彦 上三川幼児園 上三川幼児園園長 

11 武藤 孝子 ふざかしおひさま保育園 ふざかしおひさま保育園園長 

12 出井 敦仁 町小学校ＰＴＡ代表 明治南小学校ＰＴＡ会長 

13 高橋 ちとせ しらさぎ幼稚園保護者 保護者代表 

14 國谷 美幸 やしお幼稚園保護者 保護者代表 

15 増田 明菜 ふざかしおひさま保育園保護者 保護者代表 

16 飯田 尚美 大山保育所保護者 保護者代表 

17 杉山 弘美 町学童クラブ保護者 坂上小学童クラブ代表 

18 岡本 貞子 学識経験者  

 

 

 

 

 

 

３．委員名簿 
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